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               修修修修    士士士士    課課課課    程程程程    



１１１１    総総総総                説説説説    

  この案内は、本学学則第５５条の規定に基づき、本学学生の履修すべき教育課程、授業

 科目の履修方法及び修了要件等について、平成１２年１２月４日開催の教務委員会で定め

 たものである。 

  平成１３年度入学者については、ここに示される基準が適用される。 

  本学は、実践的な技術の開発を主眼とした教育研究を行う大学院に重点を置いた工学系

 の新構想大学として設置されたものである。 

  したがって、本学の使命は、新しい学問技術を創り出すとともに、独創的にして高度の

 専門的能力のある人材を養成することにあり、その教育研究の理念は、技学－技術科学－

 に関する創造的能力を啓発することにある。 

  そこで、大学院修士課程においては、実践的・創造的な能力の開発を目指し、また、社

 会の要請にこたえられる高度の指導的技術者を養成することにしている。 

  その教育課程は、各専攻の目的に即し、かつ、大学院と学部とを一貫した効果的な編成

 に努めている。また、その教育方法については、次のとおりとする。 

 

 (１) 専攻科目 

    工学基礎知識を体系的に理解させ、また、境界領域、複合領域の分野を含めた高度

   の専門知識を修得させる。 

 (２) 共通科目 

    管理科学に関する知識を修得させ、また、工学専門教育と密接な関係をもつ社会科

   学を体系的に理解させるため、計画・経営関係の科目を各専攻共通科目として履修さ

   せ、専門性を横に広げるようにする。 

 (３) 研究指導（基礎研究・開発研究） 

    修士論文作成のため、基礎研究を行うとともに、高度かつ総合的技術感覚の体得を

   主眼として生産化研究を行い、修士論文を作成する。 

 

２２２２    授業科目、単位等授業科目、単位等授業科目、単位等授業科目、単位等    

  修士課程の各専攻別の授業科目及び単位数は、各専攻案内の教育課程表のとおりである。 

  １単位の履修時間は、４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを標準と 

 し、次の基準により計算する 

    ① 講      義   毎週１時間 １５週  １単位 

    ② 演習（セミナー）   毎週２時間 １５週  １単位 

    ③ 実 験 ・ 実 習 等                   毎週３時間 １５週  １単位 

 

 

 



３３３３    履修申告等履修申告等履修申告等履修申告等    

 (１) 授業科目は、原則として教育課程表に示されている学年別、専攻別順序に従って履 

   修すること。 

 (２) 履修しようとする授業科目は、すべて履修申告をしなければならない。 

 (３) 学年の始めに学務課から「授業時間割表」が配付される。 

 (４) 学期の始めに学務課から「履修申告書」が配付される。 

 (５) この履修案内及び授業時間割表をよく読み、指導教官から履修上の指導を受けて履

   修計画をたて、「履修申告書」を各学期の所定の期日までに学務課に提出しなければ

   ならない。 

 (６) 履修申告した結果は、「履修申告一覧表」として各自に配付する。この履修申告一

   覧表を確認し、なお指導教官の指導を受けて、訂正、追加及び取消し等の必要がある

   ときは、履修申告一覧表配付後所定の期間内に修正事項を申告しなければならない。 

    この締切日以降の履修申告の変更は、認められない。 

 (７) 一度申告した授業科目の取消しをしないで試験を受けない場合は、その授業科目は

   不合格となるから注意すること。 

 

４４４４    試験、成績評価等試験、成績評価等試験、成績評価等試験、成績評価等    

 (１) 試験は、原則としてその授業の終了する学期末に行われるが、授業科目によっては、

   平常の成績又はレポート等をもって試験に替えることがある。 

 (２) 成績は、Ａ、Ｂ、Ｃ及びＤの評語で表され、それぞれ次の点数に対応する。 

     Ａ：１００点～８０点 

     Ｂ： ７９点～７０点 

     Ｃ： ６９点～６０点 

     Ｄ： ５９点～ ０点 

   Ａ、Ｂ、Ｃの評価を得たものを合格とする。 

 (３) 試験に合格した授業科目には、所定の単位が与えられる。既修得単位の取消し及び

   成績の更新はできない。 

 (４) 第１学期の成績は第２学期の始めに、第２学期及び第３学期の成績は翌年度第１学

   期の始めに、各専攻主任又は指導教官を通じ、「成績通知書」により各自に通知する。 

 

５５５５    履修方履修方履修方履修方法法法法    

 (１) 修士課程の修了に必要な単位として、３０単位以上を修得しなければならない。そ

   のうち少なくとも２４単位は、当該専攻において用意されている大学院授業科目から

   修得するものとする。ただし、特別の場合は指導教官の許可を得て、２４単位の一部

   は、これに準ずる他の専攻の大学院授業科目の単位をもって替えることができる。こ

   の場合は、「他専攻科目履修票」に指導教官の承認を得た上で記入し、学務課へ提出



   しなければならない。 

    なお、機械システム工学専攻と創造設計工学専攻間、又は電気・電子システム工学

   専攻と電子機器工学専攻間の相互の授業科目の履修については、｢他専攻科目履修票｣

   の提出を省略することができる。 

 (２) 修士課程の修了に必要な３０単位のうち、６単位については、各専攻共通科目の中

   から修得すること。 

 

６６６６    課程の修了課程の修了課程の修了課程の修了    

 (１) 修士課程を修了するには、大学院工学研究科に２年以上在学し、所定の単位を修得

   し、かつ必要な研究指導を受けた上、修士論文等を提出してその審査及び最終試験に

   合格しなければならない。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者につ

   いては、大学院に１年以上在学すれば足りるものとする。 

 (２) 修士論文は、在学期間中に所定の期日までに提出しなければならない。 

 

７７７７    学位授与の申請、学位審査等学位授与の申請、学位審査等学位授与の申請、学位審査等学位授与の申請、学位審査等    

  学位授与の申請及び学位審査等については、本学学位規則及び学位審査取扱規程による。 

 

８８８８    その他の注意事項その他の注意事項その他の注意事項その他の注意事項    

 (１) 大学院授業科目で、履修年次及び履修学期を定められているものについては、原則

   としてその年次及び学期に履修しなければならないが、特別の事情で履修年次を変更

   する場合は、「履修年次変更願」に、また、履修学期を変更する場合は「履修学期変

   更願」に指導教官の承認を得た上、学長に願い出て許可を受けなければならない。 

 (２) 学部の開講科目（単位未修得の科目に限る。）を履修した場合、その授業科目の単

   位の修得は認められるが、修士課程の修了に必要な単位としては認められない。 

 

９９９９    教育職員免許状の取得教育職員免許状の取得教育職員免許状の取得教育職員免許状の取得    

 (１) 本学の修士課程修了者は、教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）等の規定

   により教育職員免許状取得の所要資格を得ることができる。 

 (２) 免許状の種類・教科 

     高等学校教諭専修免許状・工業 



 (３) 免許状取得に必要な単位 

教科に関する科目・単位 教職に関する科目・単位 文部省令に定める科目・単位 

 日本国憲法 
  憲法と現代       ２単位 
 体育 
 スポーツ方法論Ⅰ １単位 
 スポーツ方法論Ⅱ １単位 
△健康のためのｽﾎﾟｰﾂ科学  ２単位 
外国語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 
   総合英語Ⅰ       １単位 
   総合英語Ⅱ       １単位 
情報機器の操作 

 工業の関係科目  58 単位以上 
  

 職業指導Ａ又はＢ  2 単位 
 
  
  

  教職論      ２単位 
  教育原理     ２単位 
  教育・青年心理学  ２単位 
  教育法規     ２単位 
  教育課程論    ２単位 
  工業教育法    ４単位 
  特別活動論    ２単位 
  教育工学     ２単位 
  生徒指導論    ２単位 
  ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ論    ２単位 
  教育と社会    ２単位 
  教育実習     ３単位 
 △教育史           １単位 
 △教育政策         ２単位 
 △教育方法論       ２単位 

 △情報検索論       ２単位 
 △ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ 言語  ２単位 
 △情報処理概論    ２単位 
 △ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｸﾞﾗﾌｨｯｸｽ概論  ２単位 
 △情報システム概論  ２単位 

       ６０～８７単位         ０～２７単位 

合  計     ８７単位 
各欄から各２単位 計８単位 

   注：△は免許状取得における選択科目 

  (４) 免許状を取得するためには、上記の「教科に関する科目」６０単位、「教職に関

    する科目」２７単位及び「文部省令に定める科目」８単位を修得しなければならな

    い。 

     なお、「文部省令に定める科目」は「日本国憲法」「体育」「外国語コミュニケ

    ーション」「情報機器の操作」の４科目が指定されており、各２単位を修得しなけ

    ればならないが、本学では学部において、上記のとおり開講されている。 

    ① 教科に関する科目・単位欄「工業の関係科目」の単位は、本学工学部の専門教

     育科目の単位（「課題研究」を除く。）及び修士課程のほとんどの授業科目の単

     位がこれに該当する。 

      「工業の関係科目」５８単位のうち、２４単位は、修士課程の授業科目で修得

     しなければならない。 

      なお、修士課程の授業科目のうち、「工業の関係科目」でないものについては、

     各専攻案内中に記載してあるので確認すること。 

    ② 教職に関する科目・単位は、教育職員免許法付則第１３項の規定により、当分

     の間、その全部若しくは一部の数の単位を教科に関する科目・単位で振り替える

     ことができる。ただし、教育職員を志望する者は、教職に関する科目を修得する

     ことが望ましい。 

(５)  教育職員免許については、教職関係科目の授業時等に詳細なガイダンスが行われ

る。 



（６） 在学中に教育職員免許状取得に必要な単位を修得した学生は、次の方法により免

許状を申請できる。 

① 一括事前申請 

 修了年次の学生に対して、本学で一括して新潟県教育委員会に申請する。希望者

は、第２学年第２学期に学務課が行うガイダンスを受け、所定の申請書類を学務課

に提出すること。 

② 個人申請 

  一括事前申請をしなかった学生は、個人申請となるので、修了後、申請を希望す

る都道府県の教育委員会に直接問い合わせて申請すること。 

 

   参考 

     本学の修士課程を修了しなくても、「高等学校一種免許状・工業」の所要資格を

    有している者が本学の修士課程に１年以上在学し、３０単位以上修得した場合、高

    等学校教諭専修免許状取得の所要資格を得ることができる。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

       各 専 攻 案 内各 専 攻 案 内各 専 攻 案 内各 専 攻 案 内                                                                                                                                                                                                                                

 



   

  機械システム工学専攻機械システム工学専攻機械システム工学専攻機械システム工学専攻    
 

１ 本専攻においては、機械工学分野の技術のそれぞれの対象を、全体システムの一環 

 としてとらえて考究しようとするもので、機械技術者にとって必須の基礎学問、特に 

 高度でかつ応用範囲の広い解析能力を身につけ、広い視野に立った総合力と工学的独 

 創性、工学的センスをもった指導的技術者の養成を目的としている。本専攻の専門教 

 育科目は、付表のとおりであり、固体材料の強度及び破壊に関する科目、熱流に関す 

 る科目、制御及びシステムに関する科目、数学及び物理に関する科目等が開設されて 

 いる。 

２ 上記の科目の中で、講義科目はいずれも選択科目であり、教官の専門に基づいて開 

 設されたもので専門性が高い。講義科目を選択する上で参考となるように関連分野を 

 コースに分け下表に示す。また、講義の理解を深めるために学部における科目との関 

 連性を図に示した。自らの興味のあるコースを中心に学生の視野が狭小とならないよ 

 うに、学生自身が自らの将来を勘案して系統的に選択することが重要となる。 

  指導教官とよく相談して選択科目を選ぶことを望む。 

３ 講義科目以外で、〔機械システム工学特別実験第一、第二〕及び〔機械システム工 

 学セミナー第一～第四〕はいずれも必修科目である。 

  〔機械システム工学特別実験第一、第二〕は、各教官がそれぞれの専門分野の題目 

 を選択して課す実験と、各指導教官の研究室における特別実験からなる。また、〔機 

 械システム工学セミナー第一～第四〕は、いわゆる輪講及び考究であり、原則として 

 修士課程の２か年を通じ、指導教官の研究室で行われる。しかし、場合によっては、 

 専門の近い複数の研究室で 合同して行われることもある。 

４ 修士論文は、修士課程の２か年を通じ指導教官の研究指導を受けて研究した成果を 

 まとめるものである。その研究成果は、在学中に専門分野の学会等で発表することが 

 望ましい。 



 

    

  
ａコース（メカニックス） ｂコース（マテリアル） ｃコース（コントロール） 

  

学  

  

〔コース共通〕 

  応用統計学    線形代数学      解析学要論     電磁気学  

  電子回路     電気電子計測工学   機械工学特別講義 

部     

（ 

第 

四 

選 

択 

） 

  流体工学 

  機械力学 

  伝熱工学 

  燃焼工学 

  原子力工学 

  応用流体工学 

  機械ｼｽﾃﾑ設計工学 

   

   弾性学 

  塑性力学 

  工業材料 

  接合工学 

  材料強度学 

  材料熱力学 

   Thermodynamics of  
           Materials 

 

  制御工学 

  現代制御基礎 

  ロボット工学 

  応用光学 

   機械計測 

  精密工学 

  システム工学 

 

  

  

  

  

修  

  

〔コース共通〕 

機械工学特論   固体物理学特論   近代物理学特論   近代数学特論 

現代数学特論    数理解析特論      計算力学特論 

  Oral Presentation   Written Presentation   Abstract Writing 

    

士  

  

  

課  

  

  

程  

  

  

  

 ○機械振動特論 

  流体力学特論 

 ○雪氷工学特論 

  伝熱工学特論 

  応用流体力学特論 

  非ﾆｭｰﾄﾝ流体力学特論 

 ○要素設計特論 

 ○量子工学 

 ○切削・研削加工特論 

 ○建設機械工学特論 

 

 ○工業材料特論 

 ○材料強度学特論 

   Ｘ線材料強度学特論   

 Computational Fracture  
  Mechanics 

  破壊力学特論 

 ○Stat.Thermodynamics of 
   Mat. 

 ○非鉄金属材料特論 

 ○材料組織学特論 

 

 

  現代制御特論 

  画像計測工学特論 

  機械情報工学特論 

  制御工学特論 

  応用システム分析 

 ファジィ・システム論  

  医用福祉工学 

 ○精密測定学特論 

 ○Nano- Precision 
            Engineering 

 ○は創造設計工学専攻開講科目 

 

 

 



　　　　　（平成１３年度入学者適用）

1 2 3

機械システム工学セミナー第一 1 1   各 　教 　官  ①

機械システム工学セミナー第二 1  1  各   教   官  ①

機械システム工学セミナー第三 1 1   各   教   官  ②

機械システム工学セミナー第四 1  1  各   教   官  ②

機械システム工学特別実験第一 2 2   各   教   官  ①

機械システム工学特別実験第二 2  2  各   教   官  ①

計　 8

機 械 工 学 特 論 2 2   専 攻 主 任

Ｘ 線 材 料 強 度 学 特 論 2 2   栗        田  Ｅ

Computational Fracture Mechanics 2  2  許  　☆

近 代 物 理 学 特 論 2 2   宮        田  Ｏ

固 体 物 理 学 特 論 2 2 武　　　　田

選 破 壊 力 学 特 論 2 2   武        藤

計 算 力 学 特 論 2 2  古        口

伝 熱 工 学 特 論 2 2   青        木

流 体 力 学 特 論 2 2   白        樫

応 用 流 体 力 学 特 論 2  2  増 田・金 子

非ニュートン流体力学特論 2  2   高　橋 （勉）

制 御 工 学 特 論 2  2   木　村 （哲）

近 代 数 学 特 論 2  2   高  橋 （秀）

機 械 情 報 工 学 特 論 2 2   永　 　　 澤

現 代 制 御 特 論 2 2   （           ） 平成13年度開講せず

択 画 像 計 測 工 学 特 論 2 2   秋　　　　山

2   

 2

Written  Presentation         2 2    高田(雅)･(　　） ※★平成13年度開講せず

Abstract  Writing             1  1   高田(雅)･(　　） ※★平成13年度開講せず

計　 37

　　２）必修科目備考欄の①、②は、履修推奨年次を示す。
　　３）備考欄のＥは平成年号の偶数年度に、Ｏは奇数年度に、無記入は毎年度に開講する
    ことを示す。

　　４）備考欄に※を付した科目は、教育職員免許取得のための「工業の関係科目」ではない。
　　５）備考欄に☆を付した科目は、英語による授業である。
　　６）備考欄に★を付した科目は、英語と日本語を併用する授業である。

注：１）担当教官欄の※は非常勤講師である。

Oral  Presentation            2  石崎・※ｸﾙｿﾝ  ※☆

必

修

担　当　教　官 備　　　　考 学　期 

 １学年
   ～２学年

付　表付　表付　表付　表
必
・
選
の
別

授　　業　　科　　目

単

位



 
  創造設計工学専攻創造設計工学専攻創造設計工学専攻創造設計工学専攻    
 

１ 本専攻においては、新しい発想と総合的な視点にたって材料、機械部品、装置、

 設備、生産課程を勉学研究し、材料、個々の要素、加工、生産までの設計と計画に

 焦点をおいた総合的教育を行いそれぞれの分野において、独創的技術の開発を可能 

 とする高度の技術者の養成を目的としている。本専攻の専門教育科目は、付表のとお 

 りであり、設計、生産、材料に関する一連の専門教育科目が開設される。 

２ 上記の科目の中で、講義科目はいずれも選択科目であり、教官の専門に基づいて

 開設されたもので専門性が高い。講義科目を選択する上で参考となるように関連分

 野をコースに分け下表に示す。また、講義の理解を深めるために学部における科目

 との関連性を図に示した。自らの興味のあるコースを中心に学生の視野が狭小とな

 らないように、学生自身が自らの将来を勘案して系統的に選択することが重要とな

 る。 

  指導教官とよく相談して選択科目を選ぶことを望む。 

３ 講義科目以外で、〔創造設計工学特別実験第一、第二〕及び〔創造設計工学セミ

 ナー第一～第四〕はいずれも必修科目である。 

  〔創造設計工学特別実験第一、第二〕は、各教官がそれぞれの専門分野の題目を

 選択して課す実験と、各指導教官の研究室における特別実験からなる。また、〔創

 造設計工学セミナー第一～第四〕は、いわゆる輪講及び考究であり、原則として修

 士課程の２か年を通じ、指導教官の研究室で行われる。しかし、場合によっては、

 専門の近い複数の研究室で合同して行われることもある。 

４ 修士論文は、修士課程の２か年を通じ指導教官の研究指導を受けて研究した成果 

  をまとめるものである。その研究成果は、在学中に専門分野の学会等で発表するこ

 とが望ましい。 

 



 

 

  
 ａコ－ス（メカニックス）  ｂコ－ス（マテリアル）  ｃコ－ス（コントロール） 

  

学  

  

  

〔コース共通〕 

   応用統計学   線形代数学      解析学要論     電磁気学  

  電子回路    電気電子計測工学   機械工学特別講義   

部     

（ 

第 

四 

選 

択 

） 

  流体工学 

  機械力学 

  燃焼工学 

  エネルギ工学 

  原子力工学 

  応用流体工学 

  機械ｼｽﾃﾑ設計工学 

  

   弾性学 

   塑性力学 

   工業材料 

  接合工学 

   材料強度学 

  材料熱力学 

  Thermodynamics of 
   Materials 

 

  制御工学 

  現代制御基礎 

  ロボット工学 

  応用光学 

   機械計測 

  精密工学 

  システム工学 

 

  

  

  

 

修 

 

  

〔コース共通〕 

機械工学特論   固体物理学特論   近代物理学特論   近代数学特論 

現代数学特論    数理解析特論      計算力学特論 

  Oral Presentation   Written Presentation   Abstract Writing 

    

士  

  

  

課  

  

  

  

程  

  

  

  

  機械振動特論 

 ○流体力学特論 

  雪氷工学特論 

 ○伝熱工学特論 

 ○応用流体力学特論 

 ○非ﾆｭｰﾄﾝ流体力学特論 

  要素設計特論 

  量子工学 

   切削・研削加工特論   

  建設機械工学特論   

 

  工業材料特論 

  材料強度学特論 

 ○Ｘ線材料強度学特論 

 ○Computational Fracture 
  Mechanics 

 ○破壊力学特論 

   Stat.Thermodynamics of 
   Mat. 

  非鉄金属材料特論 

  材料組織学特論 

 

 

 

 ○現代制御特論 

 ○画像計測工学特論 

 ○機械情報工学特論 

 ○制御工学特論 

  応用システム分析 

ファジィ・システム論  

  医用福祉工学 

  精密測定学特論 

   Nano-Precision 
            Engineering 

 

 

 ○は機械システム工学専攻開講科目 



　　　　　（平成１３年度入学者適用）

1 2 3

創造設計工学セミナー第一 1 1  各 　教 　官  ①

創造設計工学セミナー第二 1  1  各   教   官  ①

創造設計工学セミナー第三 1 1   各   教   官  ②

創造設計工学セミナー第四 1  1  各   教   官  ②

創造設計工学特別実験第一 2 2   各   教   官  ①

創造設計工学特別実験第二 2 2 各   教   官  ①

計　 8    

 機 械 工 学 特 論 2 2   専 攻 主 任

 要 素 設 計 特 論 2 2   太        田

 機 械 振 動 特 論 2 2   矢        鍋

選 精 密 測 定 学 特 論 2  2  久曽神 ・ 柳  　

 雪 氷 工 学 特 論 2  2  梅　村 ・ 東

 切 削 ・ 研 削 加 工 特 論 2  2  高田(孝)･田 辺

 Stat.Thermodynamics of Mat. 2 2   石        崎  Ｅ☆

 工 業 材 料 特 論 2 2   福 澤・鎌 土

 材 料 強 度 学 特 論 2  2  田        中  Ｏ☆

 非 鉄 金 属 材 料 特 論 2  2  小        島  Ｅ

 材 料 組 織 学 特 論 2 2   （           ） 平成13年度開講せず

 量 子 工 学 2  2  伊　 藤（義）

 建 設 機 械 工 学 特 論 2 2 阿        部

Nano-Precision Engineering 2  2  明   田   川 　 ☆

択 2   

 2

 Written  Presentation         2 2    高田(雅)･(　　） ※★平成13年度開講せず

 Abstract  Writing             1 1   高田(雅)･(　　） ※★平成13年度開講せず

 計　 33

　　２）必修科目備考欄の①、②は、履修推奨年次を示す。

　　３）備考欄のＥは平成年号の偶数年度に、Ｏは奇数年度に、無記入は毎年度に開講する

    ことを示す。

　　４）備考欄に※を付した科目は、教育職員免許取得のための「工業の関係科目」ではない。

　　５）備考欄に☆を付した科目は、英語による授業である。

　　６）備考欄に★を付した科目は、英語と日本語を併用する授業である。

注：１）担当教官欄の※は非常勤講師である。

Oral  Presentation            2  石崎・※ｸﾙｿﾝ  ※☆

担　当　教　官 備　　　　考 学　期 

必

修

 １学年
   ～２学年

付　表付　表付　表付　表
必
・
選
の
別

授　　業　　科　　目

単

位



 

  電気・電子システム工学専攻電気・電子システム工学専攻電気・電子システム工学専攻電気・電子システム工学専攻    
 

１ 本専攻においては、学部において修得した基礎学力をベースとして、また、電気工

 学と電子工学を総合化するのみならず、システム工学、制御工学、情報工学、材料工

 学、生体科学 等の他の分野をも包括した新しい教育研究体系を整え、関連する他の

 専攻分野との密接、有機的な連携のもとに学際的、実践的教育を行うことにより、応

 用を目標とした電気・電子システムを研究、開発しうる指導的高級技術者の養成を期

 しており、用意されている講義、セミナー、実験等は、システム的な観点から電気分

 野の総合的な知識が得られるよう配慮されている。 

２ 本専攻の専門教育科目、単位数、開講学期及びその担当教官は付表のとおりである。 

(1) 選択科目の選択方法については、履修案内を参照の上、指導教官の指導を受ける

 ことが望ましい 

(2) 〔電気・電子システム工学特別実験〕は、修士課程における研究開始に必要な特

  別の実験であり、原則として指導教官が担当する。 

(3) 〔電気・電子システム工学セミナー〕は、各自の研究テーマ及びそれ以外の分野

  に関しても広く総合的な知見が得られるように、雑誌会的な形式で電気系全教官

  の指導のもとに 実施するものである。 

    セミナーは４科目必修とし、原則として番号順に受講すること。（９月入学者

   は、２学期にセミナーⅠから受講する。） 

    各学期に受講できるセミナーは原則として１科目に限る。 

    １つの学期にセミナーを複数受講しようとするときは、指導教官を通じて、あ

   らかじめ専攻の了承を得ること。 

３ 修士論文は、修士課程の２か年を通じて、指導教官の研究指導を受けて研究した成

 果をまとめたものであり、創造的な着想、清新な実験結果等が盛りこまれていること

 を条件とした厳格な審査基準によりその合否が判定される。 

４ 本専攻の修了資格は、履修案内に示された履修方法にしたがい、本専攻の必修科目

 ８単位を含む３０単位以上を修得し、修士論文の審査及び最終試験に合格することで

 ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　　　　　  （平成１３年度入学者適用）

1 2 3

電気・電子ｼｽﾃﾑ工学セミナーⅠ 1 1 (1)  各 　教 　官  ①

電気・電子ｼｽﾃﾑ工学セミナーⅡ 1 (1) 1  各 　教 　官  ①

電気・電子ｼｽﾃﾑ工学セミナーⅢ 1 1 (1)  各 　教 　官  ②

電気・電子ｼｽﾃﾑ工学セミナーⅣ 1 (1) 1  各 　教 　官  ②

電気・電子ｼｽﾃﾑ工学特別実験 4 4   各 　教 　官  ①

計 8

パワーエレクトロニクス特論Ⅰ 2 2   近　　　　藤  Ｅ

 パワーエレクトロニクス特論Ⅱ 2  2  野　　　　口  Ｅ

 電機システム制御工学特論 2 2   大　　　　石  Ｏ

 電 磁 界 数 値 解 析 特 論 2 2   （　　　　　） 平成13年度開講せず

選 エ ネ ル ギ ー 制 御 工 学 特 論 2  2  高　橋（勲）  Ｏ

 プ ラ ズ マ 工 学 特 論 2 2   入　　　　澤  Ｏ

 電 磁 流 体 力 学 特 論 2 2   原　田（信） 　

 情 報 伝 送 工 学 特 論 Ⅰ 2 2   島　　　　田  Ｅ

 情 報 伝 送 工 学 特 論 Ⅱ 2  2  中　川（健）  Ｏ

 情 報 伝 送 工 学 特 論 Ⅲ 2  2  荻　　　　原  Ｅ

情 報 伝 送 工 学 特 論 Ⅳ 2 2   太　 刀 　川  Ｅ

画 像 工 学 特 論 2  2  ※　角　　本

画 像 認 識 工 学 特 論 2 2   松　　　　田  Ｅ

計 算 シ ス テ ム 工 学 特 論 2  2  花　      木

情 報 数 理 工 学 特 論 2  2  中　川（匡）

情 報 処 理 工 学 特 論 2 2   吉　　　　川  Ｏ

信 号 処 理 工 学 特 論 2  2  張  Ｏ

 神 経 回 路 網 工 学 特 論 2  2  和　　　　田  Ｏ

択 2   
 2

Written  Presentation 2 2   高田(雅)･(　　）　 ※★平成13年度開講せず

Abstract　 Writing 1 1  高田(雅)･(　　）　 ※★平成13年度開講せず

 　　　　　　 計 41

注：１）担当教官欄の※は非常勤講師である。
　　２）必修科目備考欄の①、②は履修推奨年次を示し、学期欄の（　）は、履修学期以外
　　　　でも履修可能であることを表す。
　　３）備考欄のＥは平成年号の偶数年度に、Ｏは奇数年度に、無記入は毎年度に開講する
    ことを示す。

　　４）備考欄に※を付した科目は、教育職員免許取得のための「工業の関係科目」ではない。
  　５）備考欄に☆を付した科目は、英語による授業である。
　　６）備考欄に★を付した科目は、英語と日本語を併用する授業である。

　 ※☆ 石崎・※ｸﾙｿﾝ 2Oral Presentation

必

修

 １学年
   ～２学年

付　表付　表付　表付　表
必
・
選
の
別

授　　業　　科　　目

単

位

担　当　教　官 備　　　　考 学　期 



 

  電子機器工学専攻電子機器工学専攻電子機器工学専攻電子機器工学専攻    

 

１ 本専攻においては、学部において培われた基礎学力をベースとして、更に材料工学、

 情報工学、生体科学、信頼性工学、医用電子工学などの周辺分野との密接な連携のも

 とに、実践的教育を進めるよう配慮されている。すなわち、電気物理、回路理論、電

 子物性などの基礎分野の学習によって材料開発技術の基礎能力の育成をはかり、更に

 電子テバイス工学や電波･ 光波工学などの実際的な教育を通して、電子機器への基礎

 的学力と活用面への知識を養い、また電気・電子システム工学分野との密接な連携の

 もとにシステム的実用面への知識を深めるなど、理論のみではなく学際的、実践的な

 教育を通して電子機器の研究、開発、生産を担当しうる指導的高級技術者の養成を目

 的としており、用意されている講義、セミナー、実験等は、機器的な観点から電気分

 野の総合的な知識が得られるよう配慮されている。 

２ 本専攻の専門教育科目、単位数、開講学期及びその担当教官は付表のとおりである。 

(1) 選択科目の選択方法については、履修案内を参照の上、指導教官の指導を受ける

  ことが望ましい。 

(2)〔電子機器工学特別実験〕は、修士課程における研究開始にあたって必要な特別 

  の実験であり、原則として指導教官が担当する。 

(3)〔電子機器工学セミナー〕は、各自の研究テーマ及びそれ以外の分野に関しても 

  広く総合的な知見が得られるように、雑誌会的な形式で電気系全教官の指導のもと

  に実施するものである。 

   セミナーは４科目必修とし、原則として番号順に受講すること。（９月入学者は、

    ２学期にセミナーⅠから受講する。） 

   各学期に受講できるセミナーは原則として１科目に限る。 

   １つの学期にセミナーを複数受講しようとするときは、指導教官を通じて、あら

    かじめ専攻の了承を得ること。 

３ 修士論文は、修士課程の２か年を通じて、指導教官の研究指導を受けて研究した成

  果をまとめたものであり、創造的な着想、清新な実験結果等が盛りこまれていること

  を条件とした厳格な審査基準によりその合否が判定される。 

４ 本専攻の修了資格は、履修案内に示された履修方法にしたがい、本専攻の必修科目

  ８単位を含む３０単位以上を修得し、修士論文の審査及び最終試験に合格することで

  ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 



　　　　　  （平成１３年度入学者適用）

1 2 3

電 子 機 器 工 学 セ ミ ナ ー Ⅰ 1 1 (1)  各 　教 　官  ①

電 子 機 器 工 学 セ ミ ナ ー Ⅱ 1 (1) 1  各 　教 　官  ①

電 子 機 器 工 学 セ ミ ナ ー Ⅲ 1 1 (1)  各 　教 　官  ②

電 子 機 器 工 学 セ ミ ナ ー Ⅳ 1 (1) 1  各 　教 　官  ②

電 子 機 器 工 学 特 別 実 験 4 4   各 　教 　官  ①

計 8

電 磁 エ ネ ル ギ ー 工 学 特 論 2 2   八　　　　井  Ｅ

高 温 超 伝 導 材 料 工 学 特 論 2 2 末　　　　松  Ｅ

粒 子 ビ ー ム 工 学 特 論 2  2  江  Ｏ

回 路 工 学 特 論 2  2  神　　　　林  Ｏ

画 像 情 報 工 学 特 論 2 2   岩　　　　橋  Ｅ

選 磁 気 工 学 特 論 2 2   北　　　　谷  Ｅ

超 伝 導 工 学 特 論 2 2   濵　　　　﨑  Ｏ

固 体 電 子 工 学 特 論 2  2  ※ 飯 　　田 　　

半 導 体 素 子 工 学 特 論 Ⅰ 2 2   安　　　　井  Ｅ

半 導 体 素 子 工 学 特 論 Ⅱ 2  2  赤　　　　羽  Ｅ

半 導 体 素 子 工 学 特 論 Ⅲ 2  2  高　田（雅）  Ｏ

電 磁 変 換 素 子 工 学 特 論 2 2   河　　　　合  Ｅ

電 波 工 学 特 論 2  2  関 

光 波 応 用 工 学 特 論 2 2   打　　　　木

光 ・ 量 子 電 子 工 学 特 論 2  2  上　　　　林

機能性半導体材料工学特論 2 2 内　　　　富

択 薄 膜 材 料 工 学 特 論 2  2  石　　　　黒  Ｏ

光 学 材 料 工 学 特 論 2  2  小　　　　野 　

2   

2

Written  Presentation 2 2    高田(雅)･(　　）　 ※★平成13年度開講せず

Abstract　 Writing 1  1   高田(雅)･(　　）　 ※★平成13年度開講せず

計 41

注：１）担当教官欄の※は非常勤講師である。
　　２）必修科目備考欄の①、②は履修推奨年次を示し、学期欄の（　）は、履修学期以外
　　　　でも履修可能であることを表す。
　　３）備考欄のＥは平成年号の偶数年度に、Ｏは奇数年度に、無記入は毎年度に開講する
    ことを示す。

　　４）備考欄に※を付した科目は、教育職員免許取得のための「工業の関係科目」ではない。
  　５）備考欄に☆を付した科目は、英語による授業である。
　　６）備考欄に★を付した科目は、英語と日本語を併用する授業である。

Oral Presentation  石崎・※ｸﾙｿﾝ 　 ※☆

担　当　教　官 備　　　　考 学　期 

必

修

付　表付　表付　表付　表
必
・
選
の
別

授　　業　　科　　目

2

 １学年
   ～２学年

単

位



  　材料開発工学専攻  　材料開発工学専攻  　材料開発工学専攻  　材料開発工学専攻

１　本専攻は、新しい材料及び新しいプロセスの開発を行う能力のある、創造的な技術者・

  研究者を養成することを目的としている。用意されている講義、セミナー、実験等は、材

  料開発に関する総合的な知識が得られるように計画されている。

２　材料開発工学専攻の授業科目、単位数、履修学期及び担当教官は、付表のとおりである。

 (1)  授業科目は、履修年度及び履修学期が定められている。原則として履修年度及び履修

    学期を変更することはできない。

 (2)  各授業科目の選択方法、修士の学位を得るに必要な単位数等については、履修案内を

    参照の上、指導教官の指導を受けることが望ましい。

 (3)  〔材料開発工学特別実験Ⅰ、Ⅱ〕は、各教官がそれぞれの専門分野の題目を選択して

    随時開講する特別実験と各指導教官の研究室における特別実験とからなる。

 (4)  〔材料開発工学セミナーⅠ～Ⅳ〕は、いわゆる輪講及び考究であり、修士課程の２か

    年を通じ指導教官の研究室で行われることが原則であるが、専門の近い複数の研究室で

    合同して行われることもある。

３　修士論文は、修士課程の２か年を通じて指導教官の研究指導を受けて研究した成果をま

  とめるものであり、在学中に修士論文の研究内容を、専門分野の学会等で発表することが

  望ましい。

　　　　　（平成１３年度入学者適用）

1 2 3

材料開発工学セミナーⅠ 1 1  各 　教 　官  ①

材料開発工学セミナーⅡ 1  1  各 　教 　官  ①

材料開発工学セミナーⅢ 1 1   各 　教 　官  ②

材料開発工学セミナーⅣ 1  1  各 　教 　官  ②

材料開発工学特別実験Ⅰ 2 2   各 　教 　官  ①

材料開発工学特別実験Ⅱ 2 2  各 　教 　官  ①

計 8

 分 析 化 学 特 論 Ⅰ 2 2   ※吉　　　國  Ｏ

分 析 化 学 特 論 Ⅱ 2 2    山 　田（明）  Ｅ

選 構 造 化 学 特 論 2 2    伊 　藤（治）  Ｏ

 反 応 物 理 化 学 特 論 Ⅰ 2 2  藤　　　　井  Ｏ

 反 応 物 理 化 学 特 論 Ⅱ 2 2    小 　林（高）  Ｅ

物 理 化 学 特 論 Ⅰ 1 1   ※山　 　崎　  Ｏ

択 物 理 化 学 特 論 Ⅱ 1  1  ※（　     ）  Ｅ

材料開発工学特別講義Ⅰ 1  1   ※小　 　山　  Ｏ

材料開発工学特別講義Ⅱ 1  1  ※（       ）  Ｅ

付　表付　表付　表付　表
必
・
選
の
別

授　　業　　科　　目

単

位

必

修

担　当　教　官 備　　　　考 学　期 

 １学年
   ～２学年



1 2 3

 固 体 科 学 特 論 Ⅰ 2 2   植 松 ･ 藤 原  Ｅ

 固 体 科 学 特 論 Ⅱ 2 2   植 松 ･ 藤 原  Ｅ

 固 体 科 学 特 論 Ⅲ 2 2   斎        藤  Ｏ

 ア モ ル フ ァ ス 材 料 特 論 2 2    小   松（髙）  Ｏ

 計 算 機 化 学 特 論 2 2   内        田  Ｏ

光 機 能 材 料 特 論 2 2   野        坂  Ｅ

選 薄 膜 科 学 特 論 2 2     丸　　山（一）  Ｅ

 触 媒 表 面 化 学 特 論 2 2   井　　　　上  Ｅ

 電 気 化 学 材 料 特 論 2 2  松　　　　原  Ｏ

 材 料 科 学 特 論 Ⅰ 1  1  ※川　　　崎  Ｏ

 材 料 科 学 特 論 Ⅱ 1  1  ※（ 　   ）  Ｅ

 材料開発工学特別講義Ⅲ 1  1   ※ 高橋（実）  Ｏ

 材料開発工学特別講義Ⅳ 1  1  ※（      ）  Ｅ

 有 機 材 料 特 論 Ⅰ 2 2   河　　　　原  Ｏ

 有 機 材 料 特 論 Ⅱ 2 2   五 　十 　野  Ｅ

 高 分 子 材 料 特 論 Ⅰ 2 2   塩　　　　見  Ｏ

 高 分 子 材 料 特 論 Ⅱ 2 2   竹　　　　中  Ｅ

有 機 合 成 化 学 特 論 2 2  西　　　　口  Ｏ

医 薬 品 合 成 化 学 特 論 2 2 塚　　　　本

 有 機 精 密 科 学 特 論 Ⅰ 1  1  ※八　　　島  Ｏ

択 有 機 精 密 科 学 特 論 Ⅱ 1  1  ※（　    ）  Ｅ

 材料開発工学特別講義Ⅴ 1  1  ※  奈 良 坂  Ｏ　 

材料開発工学特別講義Ⅵ 1  1  ※（　    ）  Ｅ

 2  

 2  

 Written  Presentation 2 2    高田(雅)･(　　）  ※★平成13年度開講せず

 Abstract  Writing 1 1  高田(雅)･(　　）  ※★平成13年度開講せず

 計 57

注：１）担当教官欄の※は非常勤講師であり、（　）は未定のものである。
　　２）必修科目備考欄の①、②は、履修推奨年次を示す。
　　３）備考欄のＥは平成年号の偶数年度に、Ｏは奇数年度に、無記入は毎年度に開講する
　　ことを示す。

　　４）備考欄に※を付した科目は、教育職員免許取得のための「工業の関係科目」ではな
    い。

　　５）備考欄に☆を付した科目は、英語による授業である。
　　６）備考欄に★を付した科目は、英語と日本語を併用する授業である。

Oral  Presentation 2  石崎・※ｸﾙｿﾝ  ※☆
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担　当　教　官 備　　　　考 学　期 

 １学年
   ～２学年



 

 建 設 工 学 専建 設 工 学 専建 設 工 学 専建 設 工 学 専 攻攻攻攻    

 

１ 本専攻は基本的には、学部の課程と大学院の課程を一貫して教育することにしてい

 る。学部課程で修得した基本的知識を、講義、セミナー、実験等を通して、更に発展

 応用し、高度の実践的・創造的技術者を養成することを目的としている。講義、セミ

 ナー、実験等は建設 工学に関する総合的な知識が得られるように用意されている。 

２ 建設工学専攻の授業科目、単位数、履修学期及び担当教官は、付表のとおりである。 

(1) 本専攻の修了資格は、必修科目４単位を含めて、付表中より 24 単位以上、各専

 攻共通科目より６単位以上、合計 30 単位以上を履修して、修士論文の審査及び最

 終試験に合格することである。 

(2)〔建設工学セミナーⅠ～Ⅳ〕は、指導教官が担当する。いわゆる輪講及び考究で 

  あり、指導教官の研究室で行われることが原則であるが、専門の近い複数の研究室

  で合同して行れることもある。 

(3)〔建設工学特別実験・演習Ⅰ～Ⅱ〕は、主として指導教官が担当する。それぞれ 

  の専門分野の題目を選択して随時開講する特別実験、あるいは演習とからなる。 

３ 修士論文は、修士課程の２か年を通じて、指導教官の研究指導を受けて研究成果を

  まとめるものであり、在学中に修士論文の研究内容を、専門分野の学会等で発表する

  ことが望ましい。 



　　　　    　 （平成１３年度入学者適用）

1 2 3

建 設 工 学 セ ミ ナ ー Ⅰ 1 1   各　　教　　官  ①

建 設 工 学 セ ミ ナ ー Ⅱ 1  1  各　　教　　官  ①

建 設 工 学 セ ミ ナ ー Ⅲ 1 1   各　　教　　官  ②

建 設 工 学 セ ミ ナ ー Ⅳ 1  1  各　　教　　官  ②

計　 4

 建設工学特別実験・演習Ⅰ 2 2   各　　教　　官

 建設工学特別実験・演習Ⅱ 2  2  各　　教　　官

 交 通 工 学 特 論 2  2  丸山(暉)･※山之口･※佐藤

 地 盤 工 学 特 論 Ⅰ 2 2   杉    　　　本  　☆

選 地 盤 工 学 特 論 Ⅱ 2  2  豊　　　　　田 

 防 災 工 学 特 論 Ⅰ 2 2   大　　　　　塚 

 防 災 工 学 特 論 Ⅱ 2  2  海　　　　　野 

水 工 学 特 論 2 2   福　　　　　嶋 

海 洋 工 学 特 論 2  2  細　　山　　田 

構 造 解 析 特 論 Ⅰ 2 2   　　岩　　　　　崎  Ｏ

構 造 解 析 特 論 Ⅱ 2 2   　　岩　　　　　崎  Ｅ

構 造 工 学 特 論 Ⅰ 2  2  宮　木・※坂井  Ｏ

構 造 工 学 特 論 Ⅱ 2  2  宮　木・※坂井  Ｅ

構 造 工 学 特 論 Ⅲ 2  2  長　　　　　井  Ｏ

 構 造 工 学 特 論 Ⅳ 2  2  長　　　　　井  Ｅ

 施 工 学 特 論 2 2   鳥　居・※宮崎 

鉄筋ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ構造特論Ⅰ 2 2   丸山(久)･※坂田  Ｏ

鉄筋ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ構造特論Ⅱ 2 2   丸山(久)･※坂田  Ｅ

択 材 料 学 特 論 2  2   下  　村 （匠） 
2   
 2

Written Presentation 2 2    高田(雅)･(　　）  ※★平成13年度開講せず

Abstract Writing 1  1   高田(雅)･(　　）  ※★平成13年度開講せず

計 43

　注：１）担当教官欄の※は非常勤講師である。
　　  ２）必修科目備考欄の①、②は、履修推奨年次を示す。
　　  ３）備考欄のＥは平成年号の偶数年度に、Ｏは奇数年度に、無記入は毎年度に開講す
　　　　  ることを示す。
　　　４）備考欄に※を付した科目は、教育職員免許取得のための「工業の関係科目」では
　　　    ない。
　　　５）備考欄に☆を付した科目は、英語による授業である。

　　  ６）備考欄に★を付した科目は、英語と日本語を併用する授業である。

必

修

Oral Presentation 2  石  崎・※ｸﾙｿﾝ  ※☆
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   ～２学年
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 環境システム工学専攻環境システム工学専攻環境システム工学専攻環境システム工学専攻    
 

１ 本専攻は基本的には、学部の課程と大学院の課程を一貫して教育することにしてい

  る。学部課程で修得した基本的知識を、講義、セミナー、実験等を通して、更に発展

 応用し、高度の実践的・創造的技術者を養成することを目的としている。講義、セミ

 ナー、実験等は環境システム工学に関する総合的な知識が得られるように用意されて

 いる。 

２ 環境システム工学専攻の授業科目、単位数、履修学期及び担当教官は、付表のとお

 りである。 

(1) 本専攻の修了資格は、必修科目８単位を含めて、付表中より 24 単位以上、各専 

  攻共通科目より６単位以上、合計 30 単位以上を履修して、修士論文の審査及び最 

  終試験に合格することである。 

(2)〔環境システム工学セミナーⅠ～Ⅳ〕は、指導教官が担当する。いわゆる輪講及 

  び考究であり、指導教官の研究室で行われることが原則であるが、専門の近い複数

  の研究室で合同して行われることもある。 

(3)〔環境システム工学特別実験・演習Ⅰ～Ⅱ〕は、主として指導教官が担当する。 

  それぞれの専門分野の題目を選択して随時開講する特別実験、あるいは演習とから

  なる。 

３ 修士論文は、修士課程の２か年を通じて、指導教官の研究指導を受けて研究成果を

  まとめるものであり、在学中に修士論文の研究内容を、専門分野の学会等で発表する

  ことが望ましい。 



　　　　 　（平成１３年度入学者適用）

1 2 3

環境システム工学セミナーⅠ 1 1   各　　教　　官  ①

環境システム工学セミナーⅡ 1  1  各　　教　　官  ①

環境システム工学セミナーⅢ 1 1   各　　教　　官  ②

環境システム工学セミナーⅣ 1  1  各　　教　　官  ②

環境ｼｽﾃﾑ工学特別実験・演習Ⅰ 2 2   各　　教　　官

環境ｼｽﾃﾑ工学特別実験・演習Ⅱ 2  2  各  　教  　官

計 8

環 境 計 測 工 学 特 論 Ⅰ 2  2  力　　　　　丸

環 境 計 測 工 学 特 論 Ⅱ 2 2  向  　　　　井 

 環 境 動 態 解 析 学 特 論 Ⅰ 2 2    早　　　　　川 

環 境 動 態 解 析 学 特 論 Ⅱ 2  2  陸

 環 境 生 物 化 学 特 論 Ⅰ 2  2    山　　田 （良）  Ｅ

 環 境 生 物 化 学 特 論 Ⅱ 2 2    解　　　　　良  Ｏ

選 水 圏 環 境 制 御 工 学 特 論 Ⅰ 2 2     原　　田 （秀）  Ｅ

 水 圏 環 境 制 御 工 学 特 論 Ⅱ 2  2   大　　　　　橋  Ｏ

廃 棄 物 管 理 工 学 特 論 2 2    桃　　　　　井 

有 害 物 管 理 工 学 特 論 2  2    小　　松 （俊） 

環 境 材 料 科 学 特 論 Ⅰ 2 2    松　　　　　下  Ｏ

環 境 材 料 科 学 特 論 Ⅱ 2 2    佐　　　　　藤  Ｅ◇

交 通 政 策 特 論 2 2   松本･※長山･※太田

土 木 計 画 学 特 論 2 2  佐　　　　　野  Ｏ

交 通 工 学 特 論 Ⅱ 2  2   佐　　　　　野  Ｅ

都 市 計 画 特 論 Ⅰ 2 2    中　　　　　出 

都 市 計 画 特 論 Ⅱ 2  2   中　　　　　出 
択 2   

 2
Written  Presentation        2 2    高田(雅)･(　　）  ※★平成13年度開講せず

Abstract  Writing            1  1   高田(雅)･(　　）  ※★平成13年度開講せず

環境システム工学特別セミナー 2 2 各　　教　　官  ①

環 境 シ ス テ ム 工 学 特 論 1 1 各　　教　　官  ①

計 42

　注：１）担当教官欄の※は非常勤講師である。
　  　２）備考欄の①、②は、履修推奨年次を示す。
　　　３）備考欄のＥは平成年号の偶数年度に、Ｏは奇数年度に、無記入は毎年度に開講す
　　　　　ることを示す。
　　　４）備考欄に※を付した科目は、教育職員免許取得のための「工業の関係科目」では
　　　　　ない。
      ５）備考欄に☆を付した科目は、英語による授業である。
　　　６）備考欄に★を付した科目は、英語と日本語を併用する授業である。
　　　７）備考欄に◇を付した科目は、英語及び日本語で別クラスを設ける授業である。

必

修

Oral  Presentation           2

付　表付　表付　表付　表
必
・
選
の
別

授　　業　　科　　目

単

位

担　当　教　官 備　　　考 学　期 

 石 崎・※ｸﾙｿﾝ  ※☆

 １学年
   ～２学年



 

   生物機能工学専生物機能工学専生物機能工学専生物機能工学専攻攻攻攻    
 

１ 本専攻は、生物に認められる多種多様な機能を工学の場において実現・利用するこ

 とをめざし、それを担うに足る高度の職業人研究技術者の育成を意図している。この

 目的の実現のため、幅の広い基礎知識と各研究領域での高度に先端的な専門的知識の

 双方が習得されるべく、履修科目が用意されている。 

２ 本専攻の授業科目、単位数、履修学期及び担当教官は付表の通りである。 

(1) 授業科目の選択方法については、履修案内を参照の上、指導教官の指導を受ける

  ことが望ましい。 

(2)〔生物機能工学特別実験〕は、指導教官の指示により行う。 

(3)〔生物機能工学セミナー〕は、指導教官の指導の下に行われる。 

(4)〔生物機能工学特論〕は、修士課程の２年間を通じて、最大４単位までしか修得

できない。履修申告においては、既修の生物機能工学特論の単位数を４単位から除

いた残りの単位数しか申告できない。 

３ 生物機能工学専攻においては、他専攻で開講されている[Oral Presentation]  

   [Written Presentation] [Abstract Writing] は修了要件単位にはならないので注 

   意すること。 

４ 修士論文は、修士課程在学中に指導教官の指導の下になされた研究の成果をまとめ

  たものである。その成果は、原著論文として学会等での発表に足るものであることを

  目標とする。 



　　　　　（平成１３年度入学者適用）

1 2 3

生 物 機 能 工 学 セ ミ ナ ーⅠ 2 2 各    教    官  ①

生 物 機 能 工 学 セ ミ ナ ーⅡ 2 2 各    教    官  ①

生 物 機 能 工 学 特 別 実 験Ⅰ 4 4 各    教    官  ①

生 物 機 能 工 学 特 別 実 験Ⅱ 4 4 各    教    官  ①

計 12

生 物 機 能 工 学 セ ミ ナ ーⅢ 2 2 各    教    官  ②

生 物 機 能 工 学 セ ミ ナ ーⅣ 2 2 各    教    官  ②

生 化 学 特 論 2 2 岡          田  Ｅ

分 子 生 物 物 理 学 特 論 2 2 曽　田・※　柊  Ｏ

蛋 白 質 物 性 学 特 論 2 2 城　　　　　所  Ｅ

遺 伝 育 種 学 特 論 2 2 高          原  Ｏ

計 算 化 学 特 論 2 2 野          中  Ｅ

選 蛋 白 質 工 学 特 論 2 2 （            ）  Ｏ平成13年度開講せず

有 機 電 子 工 学 特 論 2 2 宮　　　　　内  Ｅ

生 物 高 分 子 材 料 特 論 2 2  下　　　村（雅）  Ｏ

高 分 子 分 光 学 特 論 2 2 　木　　　村（悟）  Ｏ

酵 素 工 学 特 論 2 2  森川・※（　　）  Ｏ

応 用 微 生 物 学 特 論 2 2  福田･ ※（　　）  Ｅ

遺 伝 子 工 学 特 論 2 2  政井・※高見・※永田  Ｏ

生 物 情 報 科 学 特 論 1 1 ※　後　　　藤  Ｏ

生 物 運 動 工 学 特 論 2 2 松　　　　　野  Ｅ

細 胞 運 動 生 物 学 特 論 2 2 本　　　　　多  Ｏ

天 然 高 分 子 物 性 特 論 2 2 鈴　　　　　木  Ｅ

細 胞 生 物 学 特 論 2 2 山　　　　　元  Ｅ

 医 用 機 器 工 学 特 論 2 2 福         本  Ｅ

択 生 物 機 能 工 学 特 論 Ⅰ 1 1 ※（　　　　）  Ｅ

生 物 機 能 工 学 特 論 Ⅱ 1 1 ※（　　　　）  Ｅ

生 物 機 能 工 学 特 論 Ⅲ 1 1 ※（　　　　）  Ｅ

生 物 機 能 工 学 特 論 Ⅳ 1 1 ※（　　　　）  Ｅ

生 物 機 能 工 学 特 論 Ⅴ 1 1 ※　　　迎　　  Ｏ

生 物 機 能 工 学 特 論 Ⅵ 1 1 ※　神　　　山  Ｏ

生 物 機 能 工 学 特 論 Ⅶ 1 1 ※（　　　　）  Ｏ

生 物 機 能 工 学 特 論 Ⅷ 1 1 ※　月　　　向  Ｏ

 計 47

注：１）担当教官欄の※は非常勤講師であり、（　　）は未定のものである。
　　２）備考欄の①、②は、履修年次を示す。
　　３）備考欄のＥは平成年号の偶数年度に、Ｏは奇数年度に、無記入は毎年度に開講す
　　　  ることを示す。

付　表付　表付　表付　表
必
・
選
の
別

授　　業　　科　　目

単

位

必

修

担　当　教　官 備　　　考 学　期 

 １学年
   ～２学年



 

  各専攻共通科各専攻共通科各専攻共通科各専攻共通科目目目目    
 

１ 各専攻共通科目は計画・経営科目（付表１）及び一般共通科目（付表２）からなり

  全て選択科目であり、それらのうちから６単位以上修得しなければならない。 

  下記の目的に沿い、各人の研究分野をも考慮して、ある分野を特定し、あるいは他

 分野にわたり、自主的に科目を選択し、履修計画を立てること。 

２ これらの科目のうちには、集中講義の形態をとるものもあるから、その都度掲示さ

 れる開講日時等について、注意が必要である。 

  なお、科目によっては、履修者数に制限が設けられることもある。 

（１）計画・経営科目 

   現在また将来における科学技術の高度化と多様化は、技術の研究開発に専門上の細

 分化・特殊化をもたらすとともに、逆に現実には他の工学分野との関連性の度合いを

  増大せしめている。 

  また、科学技術はそれ自体で完結するものではありえず、自然環境、人間の文化的

 諸活動、政治経済面を含む社会的諸現象、国際環境等の問題とも複雑に絡みあってい

 るのが実情である。したがって、独創的な技術の研究開発の遂行にあたっては、マク

 ロ的視座、あるいは広義におけるシステム的視座にたってこの状況を認識して問題を

 発掘、解析判断評価し、全体を計画・設計かつ制御する高度で総合的な知識能力が要

 求される。 

 その要求にこたえうる新しい技術者を育成するために、各専攻の工学専門教育科目

と平行して付表１のような計画・経営科目が用意されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　　　　　　（平成１３年度入学者適用）

1 2 3

 認 知 的 人 間 工 学 2  2  中　　　　　村

 産 業 デ ザ イ ン 工 学 2 2   長　　谷　　川 平成13年度開講せず

 ネ ッ ト ワ ー ク 計 画 法 2  2   ※　大　　　山  Ｅ

 フ ァ ジ ィ ・ シ ス テ ム 論 2 2    大　里・※山崎 

 知 的 設 計 生 産 シ ス テ ム論 2 2  長　　谷　　川 平成13年度開講せず

  決 定 行 動 理 論 2 2   中　　　　　村

知 的 ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾃ ｨ ﾝ ｸ ﾞ 論 2 2      山　　田 （耕） 

選 知 識 工 学 特 論 2 2    ※　本 　　多  Ｏ

 医 用 福 祉 工 学 2  2  　三宅･※井街･※原 

応 用 シ ス テ ム 分 析 2  2  大         里

 資 源 エ ネ ル ギ ー 経 済 論 2 2   李 

 社 会 シ ス テ ム と 制 御 2  2  ※　萩  　 野  Ｅ

 経 営 組 織 管 理 論 2  2   　神　       部

 中 小 企 業 論 2 2    　神　       部

 産 業 構 造 と 人 材 養 成 2  2     ※　清　　 水  Ｏ

 産 業 技 術 政 策 論 2 2      三 　　　　上 

 地 域 政 策 と 文 化 計 画 2 2    　根　　　　 木

 地 域 開 発 と 環 境 保 全 2 2    　根　　　　 木

択 産 業 開 発 特 論 2 2   三上･※田代･※(　)

国 際 開 発 論 2 2   三　　　　上      Ｓ　☆　 

 問 題 解 決 と 推 論 2  2  　山 　田（耕） 

 ベ イ ズ 統 計 2 2   植　　　　 野

 日 本 エ ネ ル ギ ー 経 済 論 2 2   李 ・※伊　藤

 企 業 フ ィ ラ ン ソ ロ ピ ー論 2  2  ※出口・※服部  Ｅ

 生 産 物 流 シ ス テ ム 工 学 2 2   樋　　　　口

 計 50

　注：１）担当教官欄の※は非常勤講師であり、（　）は未定のものである。

　　  ２）備考欄のＳは「社会人留学生特別コース」の学生の受講が特に望まれるものである。

　　　３）備考欄のＥは平成年号の偶数年度に、Ｏは奇数年度に、無記入は毎年度に開するこ

　　　　　とを示す。

　　　４）備考欄に☆を付した科目は、英語による授業である。

担　当　教　官 備　　　考 学　期 

付　表１　　計画・経営科目付　表１　　計画・経営科目付　表１　　計画・経営科目付　表１　　計画・経営科目

必
・
選
の
別

授　　業　　科　　目

単

位

 １学年
   ～２学年



（２）一般共通科目

　　　これからの技術者・研究者は、高度な専門知識・技術の修得とともに、工学上の諸現象

　　を深く分析・理解する素養を育て、社会人・国際人としての幅広い学識を身につける必要

　　がある。このような目的のために、付表２のような数学、自然科学、人文科学、スポーツ

　　科学等の授業科目が開設されている。

　　　　　　（平成１３年度入学者適用）

1 2 3

 現 代 数 学 特 論 2 2   原 

 数 理 解 析 特 論 2  2  小　林（昇） 

選 ｽ ﾎ ﾟ ｰ ﾂ ﾊ ﾞ ｲ ｵ ﾒ ｶ ﾆ ｸ ｽ 2 2   塩　 野   谷  ※

 ス ポ ー ツ 工 学 2  2  塩　 野 　谷  ※

 現 代 社 会 と 倫 理 思 想 2 2   加　藤（幸）  ※

 テクノロジーと人間形成 2  2  加　藤（幸）  ※

 比 較 文 化 史 2 2   稲　　　　垣  ※

 言 語 と 異 文 化 理 解 2  2  稲　　　　垣  ※

 技 術 社 会 と 現 代 文 学 2 2   若　　　　林  ※

 ﾊ ﾞ ｰ ﾁ ｬ ﾙ ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃ ｨ 論 Ⅰ 2 2   （          ）  ※平成13年度開講せず

 ﾊ ﾞ ｰ ﾁ ｬ ﾙ ｺ ﾐ ｭ ﾆ ﾃ ｨ 論 Ⅱ 2  2  （          ）  ※平成13年度開講せず

 科学英語における統語論Ⅰ 2 2   石　　　　岡  ※

択 科学英語における統語論Ⅱ 2  2  石　　　　岡  ※

科学英語文献の読解ｽﾄﾗﾃｼﾞｰⅠ 2 2   小　　　　山  ※  ★

 科学英語文献の読解ｽﾄﾗﾃｼﾞｰⅡ 2 2  小　　　　山  ※　★

 計 30

　注：１）備考欄に※を付した科目は、教育職員免許状取得のための「工業の関係科目」では
　　　　　ない。

　２）備考欄に★を付した科目は、英語と日本語を併用する授業である。

担　当　教　官 備　　　考 学　期 

付　表２　　一般共通科目付　表２　　一般共通科目付　表２　　一般共通科目付　表２　　一般共通科目

必
・
選
の
別

授　　業　　科　　目

単

位

 １学年
   ～２学年



　　外国人留学生特例科目　　外国人留学生特例科目　　外国人留学生特例科目　　外国人留学生特例科目

    日本語特論及び日本事情特論は、外国人留学生のみ受講することができ、日本語特論１６

  単位、日本事情特論８単位、計２４単位が開講されている。

　  上記の科目を履修するためには、履修申告を行う前に必ず日本語のプレースメント・テス

  ト（診断テスト）を受けなければならない。（原則として年度当初に実施する。）

　  修得した単位は、各専攻共通科目の単位として４単位まで認定できる。

　　　　　　（平成１３年度入学者適用）

1 2 3

日 本 語 特 論 Ⅰ － Ⅰ 1 1   加　　　　　　納

日 本 語 特 論 Ⅰ － Ⅱ 1  1  加　　　　　　納

日 本 語 特 論 Ⅱ － Ⅰ 1 1   加　　　　　　納
 日 本 語 特 論 Ⅱ － Ⅱ 1  1  加　　　　　　納

日 本 語 特 論 Ⅲ － Ⅰ 1 1   永　　野　（建）

日 本 語 特 論 Ⅲ － Ⅱ 1  1  永　　野　（建）
選 日 本 語 特 論 Ⅳ － Ⅰ 1 1   加　　　　　　納

日 本 語 特 論 Ⅳ － Ⅱ 1  1  加　　　　　　納

日 本 語 特 論 Ⅴ － Ⅰ 1 1   永　　野　（建）

日 本 語 特 論 Ⅴ － Ⅱ 1  1  永　　野　（建）

日 本 語 特 論 Ⅵ － Ⅰ 1 1   永　　野　（建）

日 本 語 特 論 Ⅵ － Ⅱ 1  1  永　　野　（建）

日 本 語 特 論 Ⅶ － Ⅰ 1 1   永　　野　（建）

日 本 語 特 論 Ⅶ － Ⅱ 1  1  永　　野　（建）
択 日 本 語 特 論 Ⅷ － Ⅰ 1 1   加　　　　　　納

日 本 語 特 論 Ⅷ － Ⅱ 1  1  加　　　　　　納

日 本 事 情 特 論 Ⅰ － Ⅰ 2 2 永　　野　（建）

日 本 事 情 特 論 Ⅰ － Ⅱ 2 2 永　　野　（建）

日 本 事 情 特 論 Ⅱ － Ⅰ 2 2 加　　　　　　納

日 本 事 情 特 論 Ⅱ － Ⅱ 2  2  加　　　　　　納

計 24   

　注：１）備考欄に※を付した科目は、教育職員免許状取得のための「工業の関係科目」では

　　　　　ない。

　　　２）備考欄に★を付した科目は、英語と日本語を併用する授業である。

担　当　教　官 備　　　考 学　期 

付　表付　表付　表付　表

必
・
選
の
別

授　　業　　科　　目

単

位

 １学年
   ～２学年
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                                                                博士後期課程博士後期課程博士後期課程博士後期課程    



１１１１    総総総総                説説説説    

  この案内は、本学学則第５５条の規定に基づき、本学学生の履修すべき教育課程、授業

 科目の履修方法及び修了要件について、平成１２年１２月４日開催の教務委員会で定めた

 ものである。 

  平成１３年度入学者については、ここに示される基準が適用される。 

  本学は、実践的な技術の開発を主眼とした教育研究を行う大学院に重点を置いた工学系

 の新構想大学として設置されたものである。 

  したがって、本学の使命は、新しい学問技術を創り出すとともに、独創的にして高度の

 専門的能力のある人材を養成することにあり、その教育研究の理念は、技学－技術科学－

 に関する創造的能力を啓発することにある。 

  そこで、大学院博士後期課程においては、明確な目的意識を持った基礎及び応用研究、

 さらに産業界の要望を先取りする先導的技術の開発研究のための人材養成を目指している。 

  このため、自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな

 学識に加えて、広い視野と柔軟な思考力を備え、学術的研究を推進するとともに、その成

 果を実際の新技術にまで発展させ得る積極的意欲を持つ実践的・創造的な研究者及び技術

 者を養成することを目的としている。 

  その教育課程は、各専攻の目的に即し、かつ、修士課程と一貫した効果的な編成に努め

 ている。 

 

２２２２    授業科目、単位等授業科目、単位等授業科目、単位等授業科目、単位等    

  博士後期課程の各専攻別の授業科目及び単位数は、各専攻案内の授業科目一覧のとおり

 である。 

  １単位の履修時間は、４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを標準と

 し、次の基準により計算する。 

    ① 講    義   毎週１時間 １５週  １単位 

    ② 演習（輪講）   毎週２時間 １５週  １単位 

 

３３３３    履修申告等履修申告等履修申告等履修申告等    

 (1) 授業科目は原則として、教育課程表に示されている専攻別順序に従って履修すること。 

 (2) 履修しようとする授業科目は、すべて履修申告をしなければならない。 

 (3) 学年の始めに学務課から「授業時間割表」が配付される。 

 (4) 学期の始めに学務課から「履修申告書」と「履修票」が配付される。 

 (5) この履修案内及び授業時間割表をよく読み、指導教官から履修上の指導を受けて履修

  計画をたて、「履修申告書」と「履修票（学務課)｣を所定の日までに学務課に提出しな

  ければならない。 

 (6)「履修票（担当教官)｣は、履修申告期間内に科目担当教官に提出し、受講の許可を受け

  なければならない。 

 (7) 履修申告した結果は、「履修申告一覧表」として各自に配付する。この履修申告一覧

   表を確認し、なお指導教官の指導を受けて、訂正、追加及び取消し等の必要があるとき

   は、履修申告一覧表配付後所定の期間内に修正事項を申告しなければならない。 



    この締切日以降の履修申告の変更は、認められない。 

 (8) 一度申告した授業科目の取消しをしないで試験を受けない場合は、その授業科目は不

   合格となるから注意すること。 

 

４４４４    試験、成績評価等試験、成績評価等試験、成績評価等試験、成績評価等    

 (1)  試験は、原則としてその授業の終了する学期末に行われるが、授業科目によっては、

    平常の成績又はレポート等をもって試験に替えることがある。 

 (2)  成績は、Ａ、Ｂ、Ｃ及びＤの評語で表され、それぞれ次の点数に対応する。 

      Ａ   １００点～８０点 

      Ｂ    ７９点～７０点 

      Ｃ    ６９点～６０点 

      Ｄ    ５９点～ ０点 

   Ａ、Ｂ、Ｃの評価を得たものを合格とする。 

 (3)  試験に合格した授業科目には、所定の単位が与えられる。既修得単位の取消し及び 

     成績の更新はできない。 

 (4) 第１学期の成績は第２学期の始めに、第２学期及び第３学期の成績は翌年度第１学

   期の始めに、指導教官を通じ、「成績通知書」により各自に通知する。 

 

５５５５    履修方法履修方法履修方法履修方法    

  博士後期課程の修了に必要な単位として４２単位（修士課程又は博士前期課程における

 修得単位３０単位を含む。）以上を修得しなければならない。 

 

６６６６    課程の修了課程の修了課程の修了課程の修了    

 (1) 博士課程を修了するには、大学院に５年（修士課程を修了した者にあっては、当該

   課程における２年の在学期間を含む。）以上在学し、所定の単位を修得し、かつ、必 

     要な研究指導を受けた上、博士論文を提出してその審査及び最終試験に合格しなけれ 

     ばならない。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、 

     大学院に３年（修士課程を修了した者にあっては、当該課程における２年の在学期間 

     を含む。）以上在学すれば足りるものとする。 

 (2) 大学院博士課程に最低在学年限を超えて在学し、所定の単位だけを修得して課程を

   修了しない者又は修了できない者は、各専攻課程の学生定員により退学となる。 

 (3) 博士論文は、在学期間中に所定の期日までに提出しなければならない。 

 

７７７７    学位授与の申請、学位審査等学位授与の申請、学位審査等学位授与の申請、学位審査等学位授与の申請、学位審査等    

  学位授与の申請及び学位審査等については、本学学位規則及び学位審査取扱規程による。 

 

８８８８    その他の注意事項その他の注意事項その他の注意事項その他の注意事項    

  修士課程及び学部の開講科目（単位未修得の科目に限る｡)を履修した場合、その授業科

 目の単位の修得は認められるが、博士後期課程の修了に必要な単位としては認められない。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

         各    専    攻    案    内 



 

  情報・制御工学専攻情報・制御工学専攻情報・制御工学専攻情報・制御工学専攻    
 

１．技術科学は、高度の専門分化の段階を経て、それらを複合化することによって新たな価

 値を創造する段階に入りつつある。例えば、宇宙開発、海洋開発、ロボット等を見ても単

 一の専門分野の成果のみでは到底達し得られないものである。 

２．本専攻においては、上記１．のような技術のすう勢を考慮し、知識情報工学、情報技術

 工学及び精密制御工学の分野に区分し、電算機技術、画像処理技術、電波光波技術の高度

 化を図るとともに、これらの情報の複合化のための技術を体系化し、判断、認識等を付加

 した超精密計測制御技術及び超精密加工技術の高度化に対処し、これらの諸問題の有機な

 複合化によって高度な機械機構及び生産システム制御技術の開発を促進し、もって新たな

 技術体系の創造を目指すものである。 

３．本専攻の専門教育科目は、付表のとおりであり、知識情報工学に関する科目、情報技術

 工学に関する科目、及び精密制御工学に関する科目等が開設されている。 

４．上記の科目の中で、講義科目はいずれも選択科目であり、教官の専門に基づいて開設さ

 れたもので専門性が特に高いため、学生自身が自から将来を勘案して選択することが重要

 となる。 

  選択科目の選択方法については、履修案内を参照の上、指導教官の指導を受けることが 

 望ましい。 

５．輪講（必修）は、指導教官の研究室で行われるが、専門の近い複数の研究室で合同して 

 行われることもある。 

６．博士論文は、博士後期課程の３か年を通じ指導教官の研究指導を受けて研究した成果を 

 まとめるものであり、在学中に博士論文の研究内容を専門分野の学会等で発表することが 

 望ましい。 



　　　　　　（平成１３年度入学者適用）

1 2 3

情 報 ・ 制 御 工 学 輪 講 Ⅰ 3 3    各　教　官

情 報 ・ 制 御 工 学 輪 講 Ⅱ 3  3   各　教　官

計 6

環 境 情 報 計 測 工 学 特 論 2 2    東

パターン情報処理工学特論 2  2   松田・秋山・加藤(和)

生 物 情 報 工 学 特 論 2 2    松野・本多

生 物 反 応 工 学 特 論 2 2    森川・岡田

計 算 機 工 学 特 論 2 2    花木・和田

選 遺 伝 子 工 学 特 論 2  2   福田・政井

生 物 機 能 制 御 工 学 特 論 2  2   山元・福本・高原

情 報 伝 送 応 用 工 学 特 論 2 2    島田・荻原・太刀川

情 報 処 理 応 用 工 学 特 論 2 2   
 吉川・小林（昇）
 中川（匡)･張

情 報 回 路 工 学 特 論 2  2   神林・岩橋

電 波 ・ 光 工 学 特 論 2  2   上林・関

非 線 形 光 学 特 論 2  2  
 ※飯田・打木・内富
 小野

超精密計測制御工学特論 2 2    久曽神・柳

超 精 密 加 工 工 学 特 論 2  2   高田 (孝)･田辺 明田川

凝 固 制 御 工 学 特 論 2  2   宮田・武田

機 械 要 素 設 計 工 学 特 論 2  2   矢鍋・太田

機械・環境設計工学特論 2 2    阿部

択 機 械 情 報 科 学 特 論 2 2    永澤

社会・産業情報工学特論 2  2   中村・山田（耕）

計 算 科 学 特 論 2 2    長谷川 平成13年度開講せず

情 報 数 理 応 用 工 学 特 論 2 2   
 原・中川（健）
 高橋（秀）

 情 報 シ ス テ ム 工 学 特 論 2  2   大里

 計 44

付　表付　表付　表付　表

必
・
選
の
別

授　　業　　科　　目

単

位

必

修

担　当　教　官 備　　　考 学　期 

3学年～5学年



   

材 料工学専材料工学専材料工学専材料工学専攻攻攻攻    
 

１．今日の科学技術の分野における材料の適用条件はますます複雑化し、利用可能な材料も、 

 各種の材料に加えて、いわゆる複合材料の出現により膨大な種類にのぼっている。新たな  

  技術革新の引き金となる新材料の開発は、今後わが国の創造的自主技術開発を進める上で 

  極めて重要である。 

２．本専攻においては、科学技術の広汎な分野で期待されている新構造材料や種々の科学技 

 術分野のニーズに対応した高性能・高機能材料の開発及び部材を計画・設計するために必 

 要な材料の信頼性評価等の研究を行う。 

３．本専攻の専門教育科目は付表のとおりであり、構造材料工学に関する科目、機能材料工 

 学に関する科目、及び材料信頼性工学に関する科目等が開設されている。 

４．上記の科目の中で、講義科目はいずれも選択科目であり、教官の専門に基づいて開設さ 

 れたもので専門性が特に高いため、学生は自身の将来を勘案して選択することが重要とな 

 る。科目の選択については、履修案内を参照の上、指導教官の指導を受けることが望まし 

 い。 

５．輪講（必修）は、指導教官の研究室で行われるが、専門の近い複数の研究室で合同して 

 行われることもある。 

６．博士論文は、博士後期課程の３か年を通じ指導教官の研究指導を受けて研究した成果を 

 まとめるものであり、在学中に博士論文の研究内容を専門分野の学会等で発表することが 

 望ましい。 



　　　　　　（平成１３年度入学者適用）

1 2 3

材 料 工 学 輪 講 Ⅰ 3 3   各　教　官

材 料 工 学 輪 講 Ⅱ 3  3   各　教　官

計 6

複 合 建 設 材 料 工 学 特 論 2 2   
 丸山（久）・長井
 下村（匠）

マ イ ク ロ メ カ ニ ッ ク ス 2 2  田中

高性能軽金属材料工学特論 2 2  小島・鎌土

先 端 材 料 創 製 工 学 特 論 2 2  石﨑

放 電 加 工 工 学 2 2    福澤

選 無 機 構 造 材 料 工 学 特 論 2  2   植松・内田・斎藤

有 機 構 造 材 料 工 学 特 論 2 2    宮内・下村(雅)・竹中

生 物 機 能 設 計 工 学 特 論 2 2    山田（良）・解良

生 物 機 能 材 料 工 学 特 論 2  2   曽田

生 物 構 造 材 料 工 学 特 論 2  2  
 鈴木・五十野
 木村（悟）

有 機 機 能 材 料 工 学 特 論 2  2  
 塩見・西口・丸山(一)
 河原

機 能 材 料 工 学 特 論 2 2   
 井上・高田（雅)･佐藤
 松原・河合

回 折 結 晶 学 特 論 2 2    野中

電 子 機 能 素 子 工 学 特 論 2 2    安井

択 材 料 物 性 学 特 論 2  2   北谷・伊藤（治）

 光 デ バ イ ス 工 学 特 論 2  2   赤羽

材 料 品 質 評 価 特 論 2 2    栗田

材料寿命及び余寿命予測特論 2  2   丸山（暉）・古口

破 壊 予 測 工 学 特 論 2  2   武藤

最 適 設 計 工 学 特 論 2  2   鳥居・宮木

計 40

必

修
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付　表付　表付　表付　表
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単
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  エネルギー・環境工学専攻エネルギー・環境工学専攻エネルギー・環境工学専攻エネルギー・環境工学専攻    
 

１．科学技術の進歩は産業の発展を通じて人類に高度な文明を築くことを可能にしたが、この 

繁栄を維持するためには国家的課題であるエネルギー開発、エネルギー機器の開発及び省エ

ネルギーなどの諸システムについて、わが国の風土に見合った開発が行わなければならない

と同時に、一方で生じている人口、都市、資源、環境などをめぐる複雑な社会問題となって

いる自然と社会全体との調和上の欠陥を解決しなければならない。 

２．本専攻においては、上記のような現代社会が直面する諸問題を解決するために、エネルギ 

ー開発から省エネルギーに及ぶエネルギー・システム、その根幹をなす機器装置の高性能化

を図るエネルギー材料開発、及び風土に適合した環境システムの構成等について総合的な開

発研究を行う。 

３．本専攻の専門教育科目は、付表のとおりであり、エネルギーシステム工学に関する科目、

 エネルギー材料工学に関する科目、及び環境システム工学に関する科目等が開設されている

４．上記の科目の中で、講義科目はいずれも選択科目であり、教官の専門に基づいて開設され 

たもので専門性が特に高いため、学生自身が自から将来を勘案して選択することが重要とな

る。 

 選択科目の選択方法については、履修案内を参照の上、指導教官の指導を受けることが望

ましい。 

５．輪講（必修）は、指導教官の研究室で行われるが、専門の近い複数の研究室で合同して行 

われることもある。 

６．博士論文は、博士後期課程の３か年を通じ指導教官の研究指導を受けて研究した成果をま 

とめるものであり、在学中に博士論文の研究内容を専門分野の学会等で発表することが望ま 

しい。 

  



　　　　　　（平成１３年度入学者適用）

1 2 3

エネルギー・環境工学輪講Ⅰ 3 3    各　教　官

エネルギー・環境工学輪講Ⅱ 3  3   各　教　官

計　 6

 熱・流体エネルギー工学特論 2  2  
 白樫・増田・青木・金子
 高橋（勉）・門脇

選 電気エネルギー工学特論 2 2   
 高橋（勲）・入澤
 原田（信）

ｴﾈﾙｷﾞｰ変換・制御工学特論 2  2   近藤・大石・野口

 核 エ ネ ル ギ ー 工 学 特 論 2 2    八井・伊藤(義)・江

 エネルギー変換化学特論 2  2   藤井・野坂 小林(高)

 電気化学エネルギー工学特論 2 2    山田（明）

 超 電 導 材 料 工 学 特 論 2  2   濵﨑・末松

 アモルファス材料工学特論 2 2   
 松下・小松（髙）
 石黒・藤原

 国 土 総 合 計 画 学 特 論 2  2   松本・中出・佐野

水 圏 工 学 特 論 2 2    早川・福嶋・細山田・陸

択 環 境 シ ス テ ム 工 学 特 論 2  2  
 桃井･原田(秀)･三宅
 大橋･小松(俊)・塩野谷

災 害 ・ 防 災 工 学 特 論 2 2    海野・大塚

地 圈 工 学 特 論 2  2   杉本・豊田

計 26

付　表付　表付　表付　表
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         学学学学        内内内内        規規規規        則則則則        等等等等    
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              第１章第１章第１章第１章 総      則 

              第１節第１節第１節第１節 目的及び自己評価等 

 （目 的） 

第１条第１条第１条第１条    本学は、学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）に基づき、実践的、創造的な能力を備 

    えた指導的技術者を育成するとともに、実践的な技術の開発に主眼を置いた研究を推進す 

    ることを目的とする。 

              第２節第２節第２節第２節 組      織 

 （大学院、研究科、課程） 

第３条第３条第３条第３条 本学に、大学院を置く。 

２ 大学院に工学研究科を置き、博士課程とする。 

３ 博士課程は、これを前期２年の課程及び後期３年の課程に区分し、前期２年の課程は、こ

 れを修士課程として取り扱う。 

４ 前項の前期２年の課程は「修士課程」といい、後期３年の課程は「博士後期課程」という。 

 （課程の目的） 

第３条の２第３条の２第３条の２第３条の２ 修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又 

 は高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うことを目的とする。 

２ 博士後期課程は、専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行い、又はその他

 の高度に専門的な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を

 養うことを目的とする。 

（専攻及び収容定員） 
第３条の３第３条の３第３条の３第３条の３ 工学研究科に置く専攻及びその定員は、次のとおりとする。 

修 士 課 程 博 士 後 期 課 程 
専 攻 名 入学定員 収容定員 専 攻 名 入学定員 収容定員 

 機械システム工学 
 専攻 
 
 創造設計工学専攻 
  
 電気・電子システ 
 ム工学専攻 
 
 電子機器工学専攻 
  
 材料開発工学専攻 
 
 建設工学専攻 
 
 生物機能工学専攻 
 
 環境システム工学 
 専攻 

57 人 
 
 

50 
 

54 
 
 

54 
  

47 
 

40 
 

50 
 

50 
 

114 人  
 
 

100  
 

108  
 
 
108  

  
  94 
 
  80 
 
100  

 
100  

 

 情報・制御 
 工学専攻 
 
 
 
 材料工学専攻 
 
 
 
 エネルギー・環境 
 工学専攻 
 
 
 
 
 

16 人 
 
 
 
 

 8 
 
 
 
     6 
 
 
 
 
 
 
 

48 人 
 
 
 
 

24 
 
 
 

18 
 
 
 
 
 
 

計      402 804  計      30 90 



     第５節第５節第５節第５節 学年、学期及び休業日 

 （学 年） 

第１１条第１１条第１１条第１１条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月 31 日に終わる。 

 （学 期） 

第１２条第１２条第１２条第１２条 学年を次の３学期に分ける。 

  第１学期 ４月１日から８月 31 日まで 

  第２学期 ９月１日から 12 月 31 日まで 

  第３学期 １月１日から３月 31 日まで 

 （休業日） 

第１３条第１３条第１３条第１３条 休業日は、次のとおりとする。 

 一 日曜日及び土曜日 

 二 国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に定める休日 

 三 本学の開学記念日 10 月１日 

 四 春期休業 ３月 26 日から４月４日まで 

 五 夏期休業 ７月 24 日から８月 31 日まで 

 六 冬期休業 12 月 25 日から翌年１月７日まで 

２ 学長は、必要がある場合は前項の休業日を臨時に変更し、又は臨時に休業日を定めること

 ができる。 

              第２章第２章第２章第２章 学     部 

              第２節第２節第２節第２節    入     学 

 （入学の出願） 

第１９条第１９条第１９条第１９条 本学に入学を志願する者は、入学願書に所定の検定料及び別に定める書類を添えて 

 願い出なければならない。 

 （入学者の選考） 

第２０条第２０条第２０条第２０条 前条の入学志願者については、別に定めるところにより教授会の議を経て選考を行 

 う。 

 （入学手続及び入学許可） 

第２１条第２１条第２１条第２１条 前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに所定の書類 

 を提出するとともに、所定の入学料を納付しなければならない。 

２ 学長は、前項の入学手続を完了した者（入学料免除の申請を受理した者を含む。）に入学

 を許可する。 

              第３節第３節第３節第３節 休学及び退学等 

 （休 学） 

第２６条第２６条第２６条第２６条 疾病、ボランティア活動その他特別の理由により２月以上修学することができない

者は、学長の許可を得て休学することができる。 

２ 疾病のため修学することが適当でないと認められる者には、学長は休学を命ずることがで

きる。 

 （休学期間） 

第２７条第２７条第２７条第２７条    休学期間は、１年以内とする。ただし、特別の理由がある場合は、１年を限度とし 



 て休学期間の延長を認めることができる。 

２ 休学期間は、通算して２年を超えることができない。ただし、ボランティア活動として許 

  可された休学期間は、これに算入しない。 

３ 休学期間は、第 15 条に定める在学した期間には算入しない。 

 （復 学） 

第２８条第２８条第２８条第２８条 休学期間中にその理由が消滅した場合は、学長の許可を得て復学することができる。 

 （留 学） 

第２９条第２９条第２９条第２９条 外国の大学又は短期大学で学修することを志願する者は、教授会の議を経て、学長 

 が留学を許可することがある。 

２ 前項の許可を得て留学した期間は、第 39 条に定める在学期間に含めることができる。 

 （退 学） 

第３０条第３０条第３０条第３０条 退学しようとする者は、学長の許可を受けなければならない。 

 （除 籍） 

第３１条第３１条第３１条第３１条 次の各号の一に該当する者は、教授会の議を経て、学長が除籍する。 

 一 第 15 条に定める在学年限を超えた者 

 二 第 27 条に定める休学期間を超えてなお修学できない者 

 三 長期にわたり行方不明の者 

 四 入学料の免除を申請した者のうち、免除が不許可となつた者又は半額免除が許可になっ

た者であって、所定の期日までに入学料を納付しない者 

 五 授業料の納付を怠り、督促してもなお納付しない者 

第４節第４節第４節第４節    教育課程及び履修方法等 

  （授業の方法） 

第３２条の５第３２条の５第３２条の５第３２条の５  授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより、又はこれら 

  の併用により行うものとする。 

２  文部科学科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を、多様なメディアを高度に利

用して、  当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

 （単位の計算方法） 

第３３条第３３条第３３条第３３条 各授業科目の単位の計算方法は、１単位の授業科目を 45 時間の学修を必要とする内 

 容をもつて構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時

 間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単位数を計算するものとする。 

 一 講義及び演習については、15 時間から 30 時間までの範囲で別に定める時間の授業をも

  って１単位とする。 

  二 実験、実習及び実技については、30 時間から 45 時間までの範囲で別に定める時間の授

  業をもつて１単位とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、卒業研究等の授業科目については、この学修の成果を評価して

 単位を授与することが適切と認められる場合には、これに必要な学修等を考慮して、単位数

 を定めることができる。 

 （各授業科目の授業期間） 

第３４条第３４条第３４条第３４条 各授業科目の授業は、15 週にわたる期間を単位として行うものとする。ただし、教 



 育上特別の必要があると認められる場合は、この期間より短い特定の期間において授業を行

 うことができる。 

 （単位の授与） 

第３６条第３６条第３６条第３６条 授業科目を履修し、その試験に合格した学生には、所定の単位を与える。ただし、 

 第 33 条第２項に規定する授業科目については、適切な方法により学修の成果を評価して単位

 を与えることができる。 

 （成績の評価） 

第３８条第３８条第３８条第３８条 授業科目の試験の成績は、Ａ・Ｂ・Ｃ及びＤの４種類の評語をもつて表わし、Ａ・ 

 Ｂ及びＣを合格とし、Ｄを不合格とする。ただし、必要と認める場合は、Ａ・Ｂ・Ｃの合格

 の評語に代えてＧで表すことができる。 

              第３章第３章第３章第３章 大  学  院 

              第１節第１節第１節第１節 修業年限等 

 （標準修業年限） 

第４２条第４２条第４２条第４２条 博士課程の標準修業年限は、５年とする。 

２ 修士課程の標準修業年限は、２年とする。 

 （在学年限） 

第４３条第４３条第４３条第４３条 修士課程は３年、博士後期課程は５年を超えて在学することができない。 

              第２節第２節第２節第２節 入     学 

（入学の時期） 

第４４条第４４条第４４条第４４条 入学の時期は、学年の始め又は第２学期の始めとする。 

 （入学資格） 

第４５条第４５条第４５条第４５条 大学院に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

 一 学校教育法第 52 条に定める大学を卒業した者 

 二 学校教育法第 68 条の２第３項の規定により学士の学位を授与された者 

 三 外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者 

 四 文部科学大臣の指定した者 

 五 大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における１５年の課程を修了し、教 

    授会の議を経て、学長が所定の単位を優れた成績をもつて修得したものと認めた者 

  六  教授会の議を経て、別に定める個別の入学資格審査により、学長が大学を卒業した者と 

    同等以上の学力があると認めた者で、２２歳に達したもの 

 七 その他教授会の議を経て、学長が大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者 

２ 博士後期課程に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

 一 修士の学位を有する者 

 二 外国において修士の学位に相当する学位を授与された者 

 三 文部科学科学大臣の指定した者 

  四  教授会の議を経て、別に定める個別の入学資格審査により、学長が修士の学位を有する 

    者と同等以上の学力があると認めた者で、２４歳に達したもの 

 五 その他教授会の議を経て、学長が修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認め 

    た者 



 （入学の出願及び入学者選考等） 

第４６条第４６条第４６条第４６条 入学の出願及び選考方法等については、第 19 条から第 21 条までの規定を準用する。 

 （博士後期課程への進学） 

第４７条第４７条第４７条第４７条 本学修士課程を修了し、引き続き博士後期課程に進学することを願い出た者に対し 

 ては、選考の上、進学を許可する。 

 （再入学） 

第４７条の２第４７条の２第４７条の２第４７条の２ 第 50 条の規定により退学を許可された者で、大学院の同一専攻に再入学を志願 

 する者があるときは、学年の始め又は第２学期の始めに、教授会の議を経て、学長が相当年

次に入学を許可することがある。 

 （転専攻） 

第４８条第４８条第４８条第４８条    転専攻を志願する者があるときは、教授会の議を経て、学年の始め又は第２学期の

始めに、学長が相当年次に転専攻を許可することがある。 

 （再入学、転専攻の場合の取扱い） 

第４９条第４９条第４９条第４９条 前二条の規定により入学等を許可された者の在学すべき年数及び既修得単位の取扱 

 いについては、教授会の議を経て、学長が定める。 

              第３節第３節第３節第３節 休学及び退学等 

 （休学、復学及び退学の準用） 

第５０条第５０条第５０条第５０条 休学、復学及び退学にあっては、第 26 条、第 28 条及び第 30 条の規定を準用する。 

 （休学期間） 

第５１条第５１条第５１条第５１条    休学期間は、修士課程、博士後期課程それぞれ１年以内とする。ただし、特別の理 

 由がある場合は、それぞれ１年を限度として休学期間の延長を認めることができる。 

２ 休学期間は、修士課程、博士後期課程ごとに、それぞれ通算して２年を超えることができ

 ない。ただし、ボランティア活動として許可された休学期間は、これに算入しない。 

３ 休学期間は、第 43 条に定める在学した期間には算入しない。 

 （留学） 

第５２条第５２条第５２条第５２条    外国の大学院で学修することを志願する者は、教授会の議を経て、学長が留学を許

可することがある。 

２ 前項の許可を得て留学した期間は、第 58 条に定める在学期間に含めることができる。 

 （除籍） 

第５３条第５３条第５３条第５３条 次の各号の一に該当する者は、教授会の議を経て、学長が除籍する。 

 一 第 43 条に定める在学年限を超えた者 

 二 第 51 条に定める休学期間を超えてもなお修学できない者 

 三 第 31 条第３号、第４号及び第５号に該当する者 

            第４節第４節第４節第４節 教育課程及び履修方法等 

 （授業及び研究指導） 

第５４条第５４条第５４条第５４条 大学院の教育は、授業科目の授業及び学位論文の作成等に対する指導（以下「研究 

 指導」という。）によって行うものとする。 

 （教育方法の特例） 

第５４条の２第５４条の２第５４条の２第５４条の２ 大学院の課程においては、教育上特別の必要があると認められる場合には、夜 



 間その他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を

 行うことができる。 

 （授業科目） 

第５５条第５５条第５５条第５５条 授業科目及びその単位数等は、別に定める。 

 （授業の方法等の準用） 

第５６条第５６条第５６条第５６条 授業の方法、単位の計算方法、各授業科目の授業期間、単位の授与及び成績の評価 

 については、第 32 条の５、第 33 条、第 34 条、第 36 条及び第 38 条の規定を準用する。 

 （他大学院における授業科目の履修等） 

第５７条第５７条第５７条第５７条 教育研究上有益と認めるときは、他の大学院との協議に基づき、学生が当該他大学 

 院において履修した授業科目について修得した単位を、教授会の議を経て 10 単位を超えない 

  範囲で、本学大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定は、第 52 条の規定により留学する場合に準用する。 

 （他大学院等における研究指導） 

第５７条の２第５７条の２第５７条の２第５７条の２ 教育研究上有益と認めるときは、他の大学院又は研究所等との協議に基づき、 

 大学院の学生が当該他の大学院又は研究所等において、必要な研究指導を受けることを認め

 ることができる。ただし、修士課程の学生について認める場合には、当該研究指導を受ける

 期間は、１年を超えないものとする。 

２ 前項の規定は、学生が外国の大学院等に留学する場合に準用する。 

３ 他大学院等における研究指導に関し必要な事項は、別に定める。 

 （入学前の既修得単位の認定） 

第５７条の３第５７条の３第５７条の３第５７条の３ 教育研究上有益と認めるときは、学生が本学大学院に入学する前に大学院（外 

 国の大学院を含む｡)において履修した授業科目について修得した単位（大学院設置基準（昭

 和 49 年文部省令第 28 号） 第 15 条に定める科目等履修生として修得した単位を含む。） を、

 教授会の議を経て、第 57 条とは別に、10 単位を超えない範囲で、本学大学院に入学した後

 の本学大学院における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

   第５節第５節第５節第５節 課程の修了及び学位等 

 （課程の修了） 

第５８条第５８条第５８条第５８条 修士課程の修了の要件は、大学院に２年以上在学し、別に定める所定の授業科目を 

 30 単位以上修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、修士論文を提出してその審査及び最

 終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者につい

 ては、大学院に１年以上在学すれば足りるものとする。 

２ 前項の場合において、教授会の議を経て学長が適当と認めたときは、特定の課題について 

  の研究の成果の審査をもつて、修士論文の審査に代えることができるものとする。 

３ 博士課程の修了の要件は、大学院に５年（修士課程に２年以上在学し、当該課程を修了し

 た者にあっては、当該課程における２年の在学期間を含む。）以上在学し、別に定める所定

 の授業科目を 42 単位（修士課程における 30 単位を含む。）以上修得し、かつ、必要な研究

 指導を受けた上、博士論文を提出してその審査及び最終試験に合格することとする。ただし、

 在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、大学院に３年（修士課程に２ 

 年以上在学し、当該課程を修了した者にあっては、当該課程における２年の在学期間を含む｡) 



以上在学すれば足りるものとする。 

４ 第１項ただし書の規定による在学期間をもつて修士課程を修了した者の博士課程の修了の 

  要件は、大学院に修士課程における在学期間に３年を加えた期間以上在学し、別に定める所 

  定の授業科目を 42 単位（修士課程における 30 単位を含む。）以上修得し、かつ、必要な研 

  究指導を受けた上、博士論文を提出してその審査及び最終試験に合格することとする。ただ 

  し、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、大学院に３年（修士課程 

  における在学期間を含む。）以上在学すれば足りるものとする。 

５ 前二項の規定にかかわらず、学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令第 11 号）第 70 条の

 ２の規定により、大学院への入学資格に関し修士の学位を有する者と同等以上の学力がある

 と認められた者が、博士後期課程に入学した場合の博士課程の修了の要件は、大学院に３年

 以上在学し、別に定める所定の授業科目を 12 単位以上修得し、かつ、必要な研究指導を受け

 た上、博士論文を提出してその審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間

 に関しては、優れた研究業績を上げた者については、大学院に１年以上在学すれば足りるも

 のとする。 

６ 前三項ただし書の者の修得単位数の取扱いについては、別に定める。 

７ 第１項に規定する修士課程の修了の要件として修得すべき 30 単位のうち、第 32 条の５第

 ２項の授業の方法により修得した単位数は、10 単位を超えないものとする。ただし、教育上

 特別の必要があると認められる場合は、10 単位を超えることができる。 

８ 第３項及び第４項に規定する博士課程の修了の要件として修得すべき 42 単位のうち、第 

 32 条の５第２項の授業の方法により修得した単位数は、22 単位（修士課程において第 32 条

 の５第２項の授業の方法により修得した単位数を含む。）を超えないものとする。ただし、

 教育上特別の必要があると認められる場合は、22 単位を超えることができる。 

９ 第５項に規定する博士課程の修了の要件として修得すべき 12 単位については、第 32 条の

 ５第２項の授業の方法により修得できるものとする。 

10 前三項に規定する単位数には、第 57 条及び第 57 条の３により修得したものとみなすこと

 ができる単位数のうち、第 32 条の５第２項の授業の方法により修得した単位数を含むものと

 する。 

11 修士課程又は博士課程の修了の認定は、教授会の議を経て、学長が行う。 

 （学位の授与） 

第５９条第５９条第５９条第５９条 修士課程を修了した者には、修士の学位を、博士課程を修了した者には、博士の学 

 位を授与する。 

２ 前項に定めるもののほか、博士の学位は、本学大学院に博士論文を提出してその審査に合

 格し、かつ、本学大学院の博士課程を修了した者と同等以上の学力を有することを確認され

 た者に授与することができる。 

３ 学位の授与に関し必要な事項は、別に定める。 

（教員の免許状授与の所要資格の取得） 

第６０条第６０条第６０条第６０条 教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法及び教育職 

 員免許法施行規則に定める所要の単位を修得しなければならない。 

２ 本学の大学院の課程において当該所要資格を取得できる教員免許状の種類は、次の表に掲



 げるとおりとする。 

大  学  院 工 学 研 究 科 

専     攻 

機 械 シ ス テ ム 工 学 専 攻              
創 造 設 計 工 学 専 攻              
電気・電子システム工学専攻 
電 子 機 器 工 学 専 攻              
材 料 開 発 工 学 専 攻              
建 設 工 学 専 攻              
生 物 機 能 工 学 専 攻              
環 境 シ ス テ ム 工 学 専 攻              

教員の免許状の種類  高等学校教諭専修免許状              

（免許教科）  （ 工 業 ） 

              第４章第４章第４章第４章 通     則 

              第１節第１節第１節第１節 賞     罰 

 （表 彰） 

第６１条第６１条第６１条第６１条 学生として表彰に価する行為があった者は、学長が表彰することがある。 

 （懲 戒） 

第６２条第６２条第６２条第６２条 本学の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為をした者は、学部にあっ 

ては教授会の議を経て、大学院にあっては教授会の議を経て、学長が懲戒する。 

２ 前項の懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。 

３ 前項の退学は、次の各号の一に該当する者に対して行う。 

 一 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

 二 学力劣等で成業の見込みがないと認められる者 

 三 正当の理由がなくて出席常でない者 

 四 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 

 

   附附附附        則則則則    

１    この学則は、平成 13 年４月１日から施行する。 



          長岡技術科学大学学則の長岡技術科学大学学則の長岡技術科学大学学則の長岡技術科学大学学則の    

                                        運用に関する要項（抜粋）運用に関する要項（抜粋）運用に関する要項（抜粋）運用に関する要項（抜粋） 

 

 

 長岡技術科学大学学則の運用についてはこの要項の定めるところによる。 

第５８条（課程の修了）関係第５８条（課程の修了）関係第５８条（課程の修了）関係第５８条（課程の修了）関係    

１．大学院の修了時期は、第 11 条の規定による学年末の時期のほか、第 12 条の規定による学

 期末の時期とすることができる。 

２．前項の規定にかかわらず、第 42 条の規定による標準修業年限以上在学し、休学その他やむ

 を得ない事由がある者又はこの条の第１項及び第３項から第５項までのただし書の規定によ

 り修了する者の修了時期は、前項の修了時期のほか、６月又は９月の末日とすることができ

 る。 



        長岡技術科学大学学位規則長岡技術科学大学学位規則長岡技術科学大学学位規則長岡技術科学大学学位規則    

 

 （目的） 

第１条第１条第１条第１条 この規則は、学位規則（昭和２８年文部省令第９号）第１３条並びに長岡技術科学大 

 学学則（以下「学則」という。）第４０条第２項及び第５９条第３項の規定に基づき、長岡

 技術科学大学（以下「本学」という。）が授与する学位について必要な事項を定めることを

 目的とする。 

（学位の種類） 

第２条第２条第２条第２条 本学が授与する学位は、学士、修士及び博士とする。 

（学位授与の要件） 

第３条第３条第３条第３条 学士の学位は、本学を卒業した者に授与する。 

２ 修士の学位は、本学大学院の修士課程を修了した者に授与する。 

３ 博士の学位は、本学大学院の博士課程を修了した者に授与する。 

４ 前項に定めるもののほか、博士の学位は、本学大学院の行う博士論文の審査に合格し、か

 つ、本学大学院の博士課程を修了した者と同等以上の学力を有することを確認された者に授

 与することができる。 

（学位授与の申請） 

第４条第４条第４条第４条 本学大学院の学生が、学位の授与を申請する場合は、定められた期日までに、次の各 

 号の一に該当する書類を学長に提出しなければならない。 

 一 修士の学位授与の申請にては、所定の学位申請書及び修士論文 

 二 博士の学位授与の申請にあっては、所定の学位申請書、博士論文、博士論文の内容の要

  旨及び論文目録 

２ 前項第１号に定める修士論文は、教授会の議を経て、学長が適当と認めたときは、特定の 

  課題についての研究の成果の審査をもつて、修士論文の審査に代えることができるものとす 

  る。 

３ 前条第４項の規定により博士の学位の授与を申請する者は、所定の学位申請書、博士論文 

 博士論文の内容の要旨、論文目録、履歴書及び学位論文審査手数料 ５７,０００円を添え学 

 長に提出するものとする。ただし、本学大学院の博士課程に所定の修業年限以上在学して所

 定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上退学した者が、退学後１年以内に博士

 の学位授与の申請を行う場合にあっては、学位論文審査手数料は、要しない。 

４ 提出した学位論文等及び納付した学位論文審査手数料は、返還しない。 

 （学位論文等） 

第５条第５条第５条第５条 学位論文等は１編とし、修士論文又は特定の課題についての研究の成果は１通又は１ 

 件、博士論文は３通を提出するものとする。ただし、参考として他の論文又は研究の成果を

 添付することができる。 

２ 審査のため必要があるときは、学位論文の訳文、模型又は標本等を提出させることができ

 る。 

 （審査付託） 

第６条第６条第６条第６条    学長は、第４条の規定による学位授与の申請を受理したときは、教授会にその審査を 



  付託する。 

 （審査委員会） 

第７条第７条第７条第７条    教授会は、前条の規定による審査付託があつたときには、工学研究科担当の教官３人 

  以上で組織する審査委員会を設ける。 

２ 審査委員会は、学位論文又は特定の課題についての研究の成果の審査に当たつては、教授 

  会の議を経て、他の大学院又は研究所等の教員等の協力を得ることができる。 

 （学位論文等の審査等） 

第８条第８条第８条第８条 審査委員会は、学位論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び最終試験又 

 は第３条第４項に規定する本学大学院の博士課程を修了した者と同等以上の学力を有するこ 

 との確認（以下「学力の確認」という。）を行う。 

２ 最終試験は、学位論文又は特定の課題についての研究の成果の内容を中心として、これに 

 関連のある科目及び必要に応じ、審査委員会の指定する外国語科目について、口頭又は筆記 

 により行う。 

３ 学力の確認は、口頭又は筆記による試験により行う。この場合において、審査委員会の指 

 定する外国語科目を課する。 

４ 本学大学院の博士課程に所定の修業年限以上在学して所定の単位を修得し、かつ、必要な 

 研究指導を受けた上退学した者が、退学後１年以内に博士の学位授与の申請を行つたときは、 

 学力の確認に替えて最終試験を行うことができる。 

 （審査期間） 

第９条第９条第９条第９条 審査委員会は、第４条第１項の規定による学位授与の申請にかかる学位論文又は特定 

 の課題についての研究の成果の審査及び最終試験を、原則として当該学生の在学期間内に修 

 了するものとする。 

２ 審査委員会は、第４条第３項の規定による学位授与の申請にかかる博士論文の審査及び学 

 力の確認を、当該申請を受理した日から１年以内に修了しなければならない。ただし、特別 

 の事情があるときは、教授会の議を経て、審査期間を延長することができる。 

 （審査結果の報告） 

第１０条第１０条第１０条第１０条 審査委員会は、学位論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び最終試験 

 又は学力の確認が修了したときは、次の各号の一に該当する書類に、学位を授与できるか否 

 かの意見を添え、直ちに教授会に報告しなければならない。 

 一 修士の学位にあっては、修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査の結果及 

  び最終試験の結果 

 二 博士の学位にあっては、博士論文の内容の要旨、論文審査の結果の要旨、博士論文審査 

  の結果及び最終試験の結果又は学力の確認結果の要旨 

 （学位授与の審議） 

第１１条第１１条第１１条第１１条 教授会は、前条の報告に基づいて、学位を授与すべきか否かを審議し、その結果を 

学長に報告する。 

 （学位の授与） 

第１２条第１２条第１２条第１２条 学長は、前条の報告に基づいて学位を授与すべき者には、所定の学位記を授与し、 

 学位を授与出来ない者には、その旨を通知する。 



 （博士論文の要旨等の公表） 

第１３条第１３条第１３条第１３条 学長は、博士の学位を授与したときは、当該博士の学位を授与した日から３月以内 

 に、その論文の内容の要旨及び論文審査の結果の要旨を公表する。 

 （博士論文の公表） 

第１４条第１４条第１４条第１４条 博士の学位を授与された者は、当該学位を授与された日から１年以内に、その論文 

 を印刷公表するものとする。ただし、当該学位を授与される前に既に印刷公表したときは、 

 この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、やむを得ない事由がある場合に 

 は、本学の承認を受けて、当該論文の全文に代えて、その内容を要約したものを印刷公表す 

 ることができる。この場合、本学は、その論文の全文を求めに応じて閲覧に供するものとす 

 る。 

 （学位の名称） 

第１５条第１５条第１５条第１５条 本学の学位を授与された者は、学位の名称を用いるときは、本学名を付記するもの 

 とする。 

 （博士の学位授与の報告） 

第１６条第１６条第１６条第１６条 学長は、博士の学位を授与したときは、当該学位を授与した日から３月以内に文部科学 

 大臣に報告する。 

 （学位の取消） 

第１７条第１７条第１７条第１７条 学位を授与された者が不正の方法により学位の授与を受けた事実があると認められ 

 たときは、学長は、教授会の議を経て、学位を取消し、学位記を返付させ、かつ、その旨を 

  公表する。 

２ 学位を授与された者がその名誉を汚す行為があつたときは、前項の例により、当該学位を 

 取消すことがある。 

 （学位記の様式） 

第１８条第１８条第１８条第１８条 学位記の様式は、第３条第１項にあっては別紙様式第１、第２項にあっては別紙様 

 式第２、第３項にあっては別紙様式第３、第４項にあっては別紙様式第４のとおりとする。 

 （雑則） 

第１９条第１９条第１９条第１９条 この規則に定めるもののほか、学位の授与に関し必要な事項は、別に定める。 

   附附附附        則則則則    

 １ この規則は、昭和６１年４月１日から施行する。 

 ２ 第４条第２項の規定による学位授与の申請の受理は、第３条第２項の規定により学位を 

  授与した日から行うものとする。 

   附附附附        則則則則    

  この規則は、昭和６２年４月１日から施行する。 

   附附附附        則則則則    

  この規則は、平成２年４月１日から施行する。 

   附附附附        則則則則    

  この規則は、平成３年４月１日から施行する。 

   附附附附        則則則則    



  この規則は、平成３年７月１６日から施行する。 

   附附附附        則則則則    

  この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

      附附附附        則則則則    

  この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 

         

別紙様式   省  略 



     長岡技術科学大学学位審査取扱規程長岡技術科学大学学位審査取扱規程長岡技術科学大学学位審査取扱規程長岡技術科学大学学位審査取扱規程    

 

 

 （目 的） 

第１条第１条第１条第１条 この規程は、長岡技術科学大学学位規則（以下「規則」という。）第 19 条の規定に基 

 づき、学位審査の取扱いについて必要な事項を定めることを目的とする。 

 （学位授与の申請） 

第２条第２条第２条第２条 規則第３条第２項に規定する修士の学位及び同条第３項に規定する学位（以下「課程 

 博士」という。）の授与を申請する者は、指導教官の承認を得た上、所定の学位申請書を当 

 該専攻の専攻主任を経て学長に提出する。 

２ 規則第３条第４項に規定する学位（以下「論文博士」という。）の授与を申請する者は、 

 所定の学位申請書を当該専攻の専攻主任を経て学長に提出する。 

３ 第１項の学位申請書の提出期日は、修了時期ごとに指定する日とする。 

４ 第２項の学位申請書は、随時提出することができる。 

 （学位論文等の提出） 

第３条第３条第３条第３条 修士の学位申請書を提出した者は、定められた期日までに、指導教官の承認を得た上、 

 専攻主任を経て学長に次の表に掲げるものを提出する。 

  

   学位論文又は特定の課題についての研究の成果 

 論文概要又は特定の課題についての研究の成果の概要（300 字程度)  

論文内容の要旨又は特定の課題についての研究の成果の内容の要旨  

  （ 1,000 字程度) 

 １通又は１件 

 １通 

 １通 

 

２ 課程博士の学位申請書を提出した者は、定められた期日までに、指導教官の承認を得た上、 

 専攻主任を経て学長に、また、論文博士の学位申請書を提出した者は、提出と同時に専攻主

 任を経て学長にそれぞれ次の表に掲げるものを提出する。 

    課程博士   論文博士 

  学位論文 

   論文概要  (  300 字程度)  

  論文目録 

論文内容の要旨  ( 2,000 字程度)  

  履歴書 

３ 通  

３ 通  

３ 通  

３ 通  

３ 通  

３ 通  

３ 通  

３ 通  

３ 通  

３ 通  

  業績目録  ３ 通  

  研究歴を証明する書類  １ 通  

  最終学歴を証明する書類 

   

 １ 通  

 （論文博士の申請資格） 

第４条第４条第４条第４条 論文博士の学位を申請できる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

 一 本学大学院博士後期課程に所定の修業年限以上在学して所定の単位を修得し、かつ、必

  要な研究指導を受けた上退学した者 

 二 学校教育法第 52 条に定める大学卒業後原則として７年以上及び大学院博士課程の前期課



  程又は修士課程修了後原則として４年以上の研究歴を有する者 

 三 前号と同等以上の研究歴を有する者 

 （研究歴） 

第５条第５条第５条第５条 前条の研究歴とは、次の各号の一に該当するものをいう。 

 一 大学の専任職員として研究に従事した期間 

 二 大学院を退学した者の場合は、大学院に在学した期間 

 三 その他教授会において前二号と同等以上と認める期間 

 （審査委員会の構成） 

第６条第６条第６条第６条 規則第７条に規定する審査委員会は、学位申請ごとに設置し、主査１人及び副査２人 

 以上の審査委員をもつて構成する。 

２ 主査は当該専攻の教授とする。ただし、教授会が特に必要があると認めたときは、当該専 

  攻の助教授とすることができる。 

 （審査委員候補者） 

第７条第７条第７条第７条 専攻主任は、学位授与の申請を受理したときは、次により審査委員候補者を選考し、 

 当該候補者について専攻会議の承認を得た上、その名簿（以下「審査委員候補者名簿」とい

 う。）を学長に提出する。 

 一 修士にあっては指導教官を含め３人以上 

 二 課程博士にあっては指導教官を含め５人以上 

 三 論文博士にあっては５人以上 

２ 前項の審査委員候補者の中には、副査候補者として他の大学院又は研究所等の教員等を加

 えることができる。 

 （審査委員の指名） 

第８条第８条第８条第８条    教授会は、前条の審査委員候補者名簿に基づいて審議し、規則第７条に規定する審査 

  委員として主査及び副査を指名する。 

 （審査委員の変更） 

第９条第９条第９条第９条 指名された審査委員が、やむを得ない事由により論文審査を行うことができなくなつ 

 たときは、教授会の議を経て審査委員を変更することができる。 

 （学位論文等発表会） 

第１０条第１０条第１０条第１０条 当該専攻の専攻主任は、学位審査のため提出された学位論文又は特定の課題につい 

  ての研究の成果について学位論文等発表会（以下「発表会」という。）を開催する。 

２ 審査委員は、前項の発表会に出席する。 

 （最終試験） 

第１１条第１１条第１１条第１１条 規則第８条に規定する修士及び課程博士の最終試験は、次の方法によって行う。 

 一 学位論文又は特定の課題についての研究の成果の内容を中心として、これに関連ある研 

  究能力及び学識についての口述又は筆記試験 

 二 修士課程又は博士課程修了相当の外国語の能力の有無を判定するため、審査委員会の指 

  定する外国語についての口述又は筆記試験 

２ 前項第一号の最終試験は、発表会をもつて代えることができる。 

 



 （学力の確認） 

第１２条第１２条第１２条第１２条 規則第８条に規定する論文博士の学力の確認は、次の方法によって行う。 

 一 学位論文の内容に関して、これに関連ある研究能力及び学識についての口述又は筆記試 

  験 

 二 博士課程修了相当の外国語の能力の有無を判定するため、審査委員会の指定する外国語 

  の能力についての口述又は筆記試験 

 三 前二号に掲げるもののほか、博士課程を修了した者と同等以上の学力を有することを確 

  認するための口述又は筆記試験 

２ 前項第一号の学力の確認は、発表会をもつて代えることができる。 

 （審査結果の報告） 

第１３条第１３条第１３条第１３条    審査委員会は、規則第 10 条に規定する教授会への審査結果の報告に当たっては、専 

  攻会議の議を経て行うものとする。 

 （学位授与の審議） 

第１４条第１４条第１４条第１４条    教授会は、規則第 11 条に規定する学位授与の審議に当たっては、必要に応じ、審査 

  委員の出席を求めることができる。 

 （雑則） 

第１５条第１５条第１５条第１５条    この規程に定めるもののほか、学位審査の取扱いに関し必要な事項は、教授会の議を 

  経て学長が定める。 

    附附附附    則則則則    

 この規程は、昭和６１年１月２１日から施行する。 

    附附附附    則則則則    

 この規程は、平成２年４月１日から施行する。 

    附附附附    則則則則    

 この規程は、平成４年３月１６日から施行する。 

      附附附附    則則則則    

 この規程は、平成１２年４月１日から施行する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            〒９４０〒９４０〒９４０〒９４０----２１８８２１８８２１８８２１８８    

            新潟県長岡市上富岡町１６０３新潟県長岡市上富岡町１６０３新潟県長岡市上富岡町１６０３新潟県長岡市上富岡町１６０３----１１１１    

長岡技術科学大学教務部学務課長岡技術科学大学教務部学務課長岡技術科学大学教務部学務課長岡技術科学大学教務部学務課    
                                                                            電電電電    話話話話  0258  0258  0258  0258----46464646----6000(6000(6000(6000(代表代表代表代表)))) 
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